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I. 第３期中期経営計画について 

 
 
（１）実施期間 

２０２３（令和５年）年度から２０２７（令和９）年度の５か年間 

 

（２）基本方針・スローガン 

『Ｇｏ ｆｏｒ ｉｔ ２０２７』 

～教育の未来をＳＡＮＫＯの情熱と行動で切り拓こう～ 

 

（３）全体計画 

①経営理念・教育理念を礎とする育成すべき人物像とこれを達成するための 

教育目標 

②改正私立学校法を見据えた情報公開、ガバナンス体制の強化 

③財務計画 

④人材育成 

 

（４）個別計画 

経営の根幹となる、大学・短期大学・広域通信制高等学校・専門学校についての 

個別計画 

 

（５）目指すべき財務計画 

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 

１． 中期経営計画の概要 
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Ⅱ．中期経営計画の目標・戦略・実績 
 
 
（１）経営理念、ミッション・ビジョンならびに教育理念に基づき育成する具体的な人物像

とこれを実現する教育目標 

 

 

【経営理念】生徒の幸せ、社会の幸せ、学園の幸せを実現する 

【教育理念】技能と心の調和 

【ミッション】人を活かし、困難を希望に変える 

【ビジョン】人を活かし、日本をそして世界を明るく元気にする 

 

 

本学園は、１９８５年に学園創設者である鳥居秀光によって創設され、「生徒の幸

せ、社会の幸せ、学園の幸せを実現する」を経営理念に掲げ、「技能と心の調和」を

教育理念として、全国１２都市に６６の専門学校、１つの大学、１つの短期大学、３

つの広域通信制高等学校、１つの特別支援学校、１つの中学校（学びの多様化学校）、

２３の認可保育園、１５の認証保育所、４つの認可外保育園などを展開、また、２０

万人以上の卒業生を輩出し、社会の発展と安定に寄与してきました。 

教育理念である「技能と心の調和」は、専門的な知識や技能を学ぶとともに、人と

しての成長、人間性豊かな心の成長と、いかなる困難に対しても果敢にチャレンジし

ていく精神、内に秘めた心の強さの醸成を目的としています。 

「教育」の基本となる「人の成長」に重きを置き、いつの時代においても教育理念

を自覚すると共に、生徒・学生などの自立、社会との共存、新たな価値を創造する人

材の育成に努めてきました。専門学校の運営を中心に専門的な知識や技術を学ぶと

ともに人間性豊かな心をあわせ持つ人材を育成するため、『技能と心の調和』を教育

理念とし、社会で必要とされる人の育成を行ってきました。 

これからの２１世紀は、大学のみならず専門学校分野においてもグローバル化が

進行していきます。地域格差、少子高齢化、ダイバーシティはさらに加速していくも

のと思われます。私たちは、こうした社会が発するニーズに真摯にかつ積極的に関与

し、教育・社会貢献機能を通じて『人を活かし、日本をそして世界を明るく元気にす

る』というビジョンの実現を目指し、社会が欲する人材の育成に注力するとともに、

高い技能・技術・専門的知識を駆使し、時代を先取りした教育サービスの提供を使命

として活動していきます。 

常に社会の変革を感じ、時代の要請に応えた教育を行うべく、各学校の教員は教育

１． 全体計画 
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力を、職員は専門力を高めて、「目指すべき人物像」「教育目的」の達成に向け、本学

園を卒業する学生・生徒などが、社会に通用する十分な知識、技能、自主性、奉仕の

精神を身につけられる教育プログラムを実践しています。本学園で学んだ生徒など

が生涯学び続ける意欲と確固たる職業観を持って自分の人生を設計できる人となり、

自己の可能性を最大限に拡大できる学園運営を目指していきます。 

 
 

経営目標 

１．生徒の幸せ Ｓｔｕｄｅｎｔ 

多くの学校の中から本校を選択し、入学した生徒。私達は、その学生達にこの学

校を選んでよかったと心から思われるよう精一杯の努力をしましょう。 

 

１．社会の幸せ Ｓｏｃｉｅｔｙ 

卒業生を受け入れてくれる社会。採用いただいた企業、そしてその施設を利用す

る多くの人々に本校の卒業生はいいと言われるよう私達は精一杯の努力をしま

しょう。 

 

１．学園の幸せ Ｓａｎｋｏ 

社会の要請にこたえ卒業生を送りつづける学園。私達は、その学園がますます発

展し、充実し、安定するよう精一杯の努力をしましょう。 

 
 

教育理念 

“技能と心の調和” 

 

 

目指す人材育成像 

素直な心・感謝の気持ち・高い意欲を持ち続け、自ら考え自ら行動することで、社会

に貢献する人材 
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教育の目的 

【東京未来大学】 

高度な専門知識・技能、人間性豊かな心、高い意欲を持ち続け、自ら考え、自ら行

動することで、社会に貢献する人材を養成する 

 

【小田原短期大学】 

自他ともに敬い愛する人として教育する 

豊かな知性と感性溢れる人として教育する 

健やかな家庭社会を担う人として教育する 

 

【広域通信制高校】 

教育理念に基づく指導の下、一般社会人として通用する人材を育成する 

 

【専門学校・医療福祉分野】 

患者様・利用者様のこうして欲しいを理解し、考え動ける人材を育成する 

 

【専門学校・スポーツ分野】 

スポーツを通じて健康と楽しさを提供する人材を育成する 

 

【専門学校・美容分野】 

お客様を美しくすることで感謝される人材、サロン・組織を活性化できる人材を育

成する 

 

【専門学校・保育幼児教育分野】 

皆から信頼・感謝される、こどもの未来を育む人材を育成する 

 

【専門学校・ブライダル分野】 

最幸の結婚式を創り上げることを通じて、新郎・新婦だけでなく、その家族、その

人生も幸せにできるＮｏ．１のプランナー・コーディネーターとなる人材を育成す

る 

 

【専門学校・製菓分野】 

美味しくてかわいいスイーツとカフェを通じて、時間と空間をトータルプロデュ

ースし、人の心を豊かにする人材を育成する 
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中期経営計画（抜粋） 

中期経営計画期間は２０２３(令和５）年度から５年間であり、初年度の進捗を下記のとおり報告するものである。 

 

結果について 

完  了  ： 当年度で完了するもの 

継  続  ： 以降も継続して実施するもの 

改  変  ： 内容を改変したうえで継続して実施するもの 

一時停止  ： 学内情勢や環境変化に対応し、一時計画を中止するもの 

廃  止  ： 学内情勢や環境変化に対応し、計画自体を廃止するもの 

 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 

経営理念、ミッショ

ン・ビジョンの浸透な

らびに教育理念に基づ

く人材育成と教育目標

の達成 

① 全教職員に教育理念、ミッション、 

ビジョンの浸透を図り、学校運営な

どにこれを反映させる 

② 大学、短大、専門学校、高校、保育 

園、スタッフ部門に教育理念の浸透

を図り、学園が目指す人物の育成を

図るべく学校運営などにこれを反映

させる 

継続 

 年２回、常勤教職員が一堂に会する機会を設けてお

り、理事長の講話や教職員発表による成功事例の共有

および専門分野・職務領域ごとの研修を実施していま

す。法人の根幹にある考え方を見つめ直し、教育理念

およびミッション・ビジョンを共感する機会の創出を

行いました。 

 専門分野・高校分野では、各校にて全教職員を対象

とした全体会議を年に３～４回程度開催しています。

学園のミッション、ビジョンおよび各校で定めた「人

材育成像」を確認し浸透を図っています。学校・エリ

ア単位においては、キックオフミーティングを実施

し、上位者からミッション、ビジョン、理念等を伝え
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る機会を設けています。 

 チャイルドケア事業部では学園の経営理念およびミ

ッション、ビジョンを踏まえて、チャイルドケア事業

部（保育事業）における保育理念、行動指針となる

「私たちの約束」を各月の園長会議等で浸透、啓蒙を

行っています。また、年に１度チャイルドケア事業部

全職員を一同に会したビジョンミーティングを開催し

全職員への理念、指針の浸透を共有する仕組みを構築

しています。 

 学校法人における収益部門として、全園の黒字化、

安定した経営・運営を目標として効率的な園運営・園

経営をすべく戦略戦術を本部主導で展開しています。 

 教育理念に基づく人材育成を実現するための人事制

度改革として、人事評価制度における行動評価基準を

策定しました。また同基準と連動した研修体系を再構

築することにより、学園の求める人材像を多数輩出す

る仕組みを築いています。 

 今後も継続して機会創出を行うことで、ミッショ

ン、ビジョン、経営理念、教育理念の浸透を図ってい

きます。 
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（２）経営・ガバナンス強化 

２０２５年４月の改正私立学校法により、学校法人のガバナンス強化が求められています。社会情勢が急速に変化する中にあって、

設置校の持続可能性を高めていくためには、法人のガバナンスのみならず、財務、人事、教務、ファシリティなど様々なカテゴリーを

管理し、将来の予測可能な諸問題に対して、より高度なマネジメント体制を構築・維持することが求められます。つきましては「経営・

ガバナンス強化」についての進捗は以下の通りです。 

 
中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 
改正私学法を踏

まえた体制整備 

① 理事・評議員の役割と責任を明確化 

② 理事・評議員の選任方法および構成を

見直し、経営機能の充実・強化 

③ 私立学校法改正に準拠した経営機能・

体制の刷新 

④ 私立学校法改正に向けた法人組織の 

改組検討 

継続 

改正私立学校法施行に伴い、新たに理事・監事・評議

員・会計監査人を選任しました。評議員会の招集は理事

会で決議しており、評議員会による諮問をもって理事会

で議案を決議する等、法令及び寄附行為に基づき適切に

運営しています。 

学校法人の業務の適正を確保するための体制の整備

及び運用状況として、内部統制システム整備の基本方針

のリスク管理において、リスクの評価方法、リスクの対

応方法等を明確にするとともに、リスク管理については

リスク管理委員会が一元的に行い、重要リスクが漏れな

く適切に管理されているかを監事及び監査室が適宜監

査を実施するよう改定したため、方針に基づきリスクマ

ネジメントに努めていきます。 
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２ 監査機能の充実 

① 監事・会計監査人・内部監査におけ

る三様監査体制の構築・実施 

② 強固な連携体制の構築および監事支

援体制の強化 

継続 

 監事監査規程に基づき、監事・会計監査人・監査室に

よる三様監査連絡会を開催し、監査方針及び監査計画・

重点項目といった監査事項を共有し、実質的な監査が行

われる体制を整備しています。 

 ２０２５年度より業務執行機関からの独立性を有す

る監査室を設置しており、内部監査規程に基づき職務執

行状況等を監査のうえ結果を専門学校等常任理事会へ

報告しています。 

３ 

ガバナンス・コ

ードを制定・改

編し、ガバナン

ス体制の点検・

強化を図る 

本学園（大学・短大）独自のガバナンス

強化体制を確立する仕組みを構築・運営

する 

継続 

 ガバナンス・コード第１．０版の遵守状況を自主的に

点検しています。点検にあたっては東京未来大学・小田

原短期大学・総務部が連携して各項目の状況を点検して

おり、常勤監事が確認のうえ理事会へ付議し、その結果

を公表しています。なお、点検結果は全項目遵守してお

り、ガバナンス体制の点検・強化を図っています。 

 ２０２５年４月よりガバナンス・コード第２．０版の

適用開始に伴い、基本原則及び原則の遵守を意識し、自

主的な取組みを通じてガバナンス強化に努めました。２

０２６度は第２．０版の点検初年度となり、第１．０版

と同様に遵守状況を点検のうえ結果を公表いたします。

今後も自主的な取組みと点検により、ガバナンス体制の

強化に努めていきます。 
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４ 
ＰＤＣＡ体制の

確立 

経営計画・ガバナンス・コード、本計画

実現に向けた体制・仕組みづくりを行う 
継続 

経営計画・中期経営計画、ガバナンス・コード全て定

期的に担当役員及び各セクション担当者を交えた進捗

の場を設けており、関係者全員の合意形成を図っていま

す。 

今後も進捗状況を理事会及び評議員会へ報告のうえ

実行していきます。 

５ 
法務業務体制の

強化 

経営基盤の拡大に伴う法務にかかる専門

セクションの設置 
継続 

法的リスク顕在化の未然防止及びコンプライアンス

の重要性を鑑みて、総務部に法務専門人員を配置してお

り、日常的な業務におけるリーガルチェックへの迅速な

対応を実現しています。 

 今後も人員配置・専門スキル向上を図って参ります。 
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（３）法人・教学部門双方の積極的な情報公開 

法令で定められた情報公開はもとより、公的な教育機関として社会的な説明責任を果たすべく、教育研究活動や経営に関する必要な

情報を積極的に公開して参ります。特に本学園の特徴でもある数多くの設置校間の連携状況や地域社会との接続性など、社会にとって

有益な情報を提供し社会貢献に寄与していきます。なお、情報発信にあたっては、本学園内でのルール化と情報の一体管理に努め、公

正かつ信頼性の高い情報を迅速に発信していきます。つきましては「情報公開」についての進捗は以下の通りです。 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 

積極的な情報公

開による透明性

向上を図る 

公的な教育機関として社会的な説明責任

と教育の質向上、法人経営の透明性を図

ることを目的として、学校教育施行規則

などに定められた教育・研究データなど

の適切な情報公開を行う 

継続 

 情報公開規程に基づき、法令上の情報及び自主的な情

報公表の内容を定め、公表しています。 

 改正私立学校法施行に伴い、評議員の名簿及び報酬な

どの支給基準といった大臣所轄学校法人等として公表

すべき情報を適正に公表しており、今後も継続的に最新

情報の公開に努めて参ります。 

 
（４）財務基盤の安定 

１８歳人口が減少傾向にあり、加えて出生率が著しく低下している中にあっても、学校法人の使命である教育・研究への投資と、施

設設備の維持・更新を両立できる財務基盤を構築していきます。本計画の目標としては経常収支差額１００億円としていますが、長引

くインフレ、物価高騰などを鑑みて利益率は減少する見込みとなっております。 

経営環境がこれまで以上に厳しくなっていくことが予想される中で、収入面では、学生生徒納付金収入の計画的な確保、外部資金の

獲得強化、寄付金収入の受入れ体制の整備、安定的な資金運用収入の確保、非学生生徒納付金収入の獲得などに注力して参ります。 

支出面においては、新人事制度施行に伴い今まで以上に適正に人員配置に努め人件費の適正化を図るとともに、施設設備の適正稼働

を図るべく専門セクションを設置しファシリティマネジメントを強化していきます。また、今まで以上に合理的な予算配分を行うべく
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予算管理システムの再構築や規程の整備を行うとともに、システム化、事務の合理化を図り経費節減に努めていきます。つきましては

「財務基盤の安定」についての進捗は以下の通りです。 

 
中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 
財務基盤の更な

る安定化 

① 在籍生徒等人数７０，０００人 

※２０２２年５月時点４９，５００人 

② 学生生徒納付金収入＋収益事業収入 

＋保育給付費の合計額５８４億円ま

で引き上げ 

※２０２２年度実績見込４３０億円 

③ 経常収支差額を１００億円まで引き

上げ 

※２０２２年度実績見込９３億円 

④ 各種特定資産の積立率アップ 
継続 

 中期経営計画の在籍生徒等人数７０，０００人に対し

て、２０２２年５月時点では４９，５００人でしたが２

０２５年５月時点では５７，５３４人（進捗率８２．

２％）と８，０３４人増加しました。入学定員の充足率

は、９５．１％（２０２５年度入学者数３２，０８６人、

入学定員３３，７２２人）となり、引き続き入学者数増

加に向けて広報活動に注力し、入学者数の安定的確保を

図っていきます。 なお、通信制高校の入学定員を２０

２４年度に５，０４０人増員し、近年の多様な学びのニ

ーズの高まりから入学者数は順調に増加しています。 

 「学生生徒納付金収入＋収益事業収入＋保育給付費の

合計額５８４億円まで引き上げ」に対し、在籍生徒等人

数の増加に伴い、２０２２年度４２８億円（３８５億円

＋２３億円＋２０億円）から２０２５年度５１３億円

（４６１億円＋２６億円＋２６億円、進捗率８７．８％）

と８５億円の増収となりました。 

「経常収支差額を１００億円まで引き上げ」は２０２２

年度９９億円から２０２５年度１０２億円（進捗率１０
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２．０％）と増益着地となりました。なお、２０２５年

度の収益事業における経常利益は７９百万円の黒字着

地となりました。経常収支差額の引き上げへ向けて、新

設校の設置、留学生の獲得、新事業創出、既存校の学費

改定等更なる事業収入の増収と業務効率化によるコス

ト削減を推進して参ります。 

 新設校の設置については、２０２４年度に「飛鳥未来

きぼう高等学校」「東京みらい中学校」「沖縄みらいＡＩ

＆ＩＴ専門学校」、２０２５年度に「大宮みらいＡＩ＆

ＩＴ専門学校」「横浜ウエディング＆ブライダル専門学

校」を開校し、２０２６年度に「小田原短期大学ライフ

デザイン総合学科通信教育課程」を開設する予定です。

また、東京都足立区に障害児支援事業等を行う「東京み

らい児童発達支援センター」を２０２５年度に開設しま

した、  

 「各種特定資産の積立率アップ」では、２０２１年度

決算から２０２２年度決算にかけて特定資産は９０億

円から１２２億円と３５％増加したものの、２０２５年

度決算では特定資産が２５２億円の着地となり、前年度

増加率は２８．６％に留まりました。「減価償却引当特

定資産 」については、２０２４年度から２０２５年度

にかけて５０億円を積立て、前年比２８％増加と積立率

は増加しています。特定資産全体の積立率アップはもち



14 
 

ろん、安定的かつ効率的な運営を行うことで特定資産を

堅調に維持できるように努めていきます。 

２ 
非学生生徒納付

金収入の増加 

① 補助金の獲得 継続 

２０２２年度の補助金収入は６４億円でしたが、２

０２５年度の補助金収入は９６億円となり、３２億円

増加しました。補助金収入の内訳は、国庫補助金４億

円・地方公共団体補助金６６億円・保育給付費２６億

円となりました。このうち保育給付費・国庫補助金

（教育活動）・地方公共団体補助金（教育活動）を除く

補助金収入は５３百万円（進捗率５３．０％）となり

ました。 

施設設備投資における補助金の獲得について、２０

２５年度は合計４校２４百万円の施設等整備補助金を

獲得しました。 

教育研究活動及び施設設備環境の更なる充実を目的

として、各校運営費補助金の獲得及び修繕工事計画に

際して活用できる補助金・助成金の利用を積極的に進

め、更なる補助金の獲得に向けて引き続き取り組んで

まいります。 

② 寄付金収入の獲得 継続 

２０２５年度は、年間寄付金収入１５０百万円を目

標として寄付募集活動に取り組み、一般寄付金収入１

１９百万円、特別寄付金収入１０４百万円、合計２２

３百万円を獲得し、目標を上回る成果となりました。 

本学園では、寄付者の皆様からのご支援を教育活動
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および学校運営の充実に活用するとともに、継続的な

寄付金収入の確保に向けた取り組みを推進しておりま

す。 

また、税額控除対象法人の認定取得に向け、管理体

制の整備および認定要件の充足に向けた準備を進めて

おります。 

今後も寄付金収入の拡充に努め、より良い教育環境

および学校運営の実現に向けて有効に活用してまいり

ます。 

 

③ 資金運用収入の獲得 継続 

法人本部の当座勘定へ各部門から定期的に資金を集

約しており、併せて施設設備等の資金・支払管理は厳

格な一元管理を行っています。 

 「毎年度の資産運用収入１０億円」については、毎

年度の資金運用計画に基づき運用・管理を行い、２０

２５年度は約３０億円（進捗率３００．０％）の運用

利益を確保しました。 

 今後も継続的に安定した運用収入を確保していくと

ともに、資産運用専門のセクション設置を引き続き検

討してまいります。 
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３ 
事業収入獲得機

会の創造と強化 

各事業収入の収支改善と積極的な収入事

業の取込 
継続 

施設貸出における収入に関しては、２０２４年度の施

設設備利用料は１１．０百万円で、２０２５年度は１２．

０百万円と１百万円の微増での着地となりました。２０

２６年度も継続して施設貸出における収入を増加させ

るべく企業間連携を積極的に行っていきます。 

 エクステンション事業部においては、キャリアに応じ

た技能獲得機会の提供が重要であることから、国土交通

省登録講習機関としてみらいドローンスクールを運営

し、２０２５年度は新たな登録講習として『最大離陸重

量２５ｋｇ未満限定解除（大型ドローン）コース』の他、

登録講習以外では、初心者用民間講習として『無人航空

機ベーシック・カリキュラムコース』、業界別ドローン

活用の基本講習（民間講習）として『１０ｈオリジナル

講習』を設定し、幅広い講習を展開しました。継続的な

受講者獲得のため、事業に連動するドローン活用を紐づ

けた企業・団体への営業、広報の強化も進めています。 

 企画開発部においては、今後、新規事業としてヘアメ

イクスクール「Ｂ×art BASE」の開設、パーソナルトレ

ーナー養成スクール「ウェルネスプロアカデミー」の開

校を予定しています。 

 次年度も収入増加に向けて施設貸出における収入を

増加させるべく企業間連携を積極的に行い、また新規事

業の展開により新たな収入源の獲得にも努めていきま
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す。 

４ 

人件費の最適化 
①  人件費の最適化を見据えた人員配置 

②  ＩＴ化、業務の合理化 
継続 

人件費の最適化および業務のＩＴ化・合理化について

は、引き続き他法人の人件費情報を取得し、その情報も

踏まえた適正な人件費目標を検討していきます。また、

給与システムの見直しを検討しており、月報、雇用契約

書のシステム化を通して、現場の作業量削減（人件費削

減）を目指しています。 

厳正な予算の編

成に基づく計画

的な資金の支出 

毎年度の運営方針に基づいた適切な予算

編成の実施および検証 
継続 

予算編成にあたっては、２０２３年度予算策定より

予算管理システムを活用しており、学校法人の運営方

針に基づき、各校責任者が担当役員の承認を経て予算

案を策定しています。全校の予算案は総務部で検証の

上、理事・執行役員・監事により構成される経営計画

会議で更なる検証を実施し、評議員会に意見聴取し理

事会で予算案は承認されています。 

計画的な予算執行・資金支出のため、内部監査にお

いて予算執行状況が確認され、適宜補正予算を編成し

評議員会諮問の上で理事会で議決しています。 

 予算管理規程の策定、機動的な予算配分等について

は、引き続き検討していきます。 
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５ 
施設設備計画の

安定実施 

①  不動産管理システムを活用した計画   

的な管理 

②  既存施設設備の計画的な更新・修繕 

③  適切な施設稼働 

継続 

 全国に展開する各校舎について、建物管理会社の協力

を得ながら中長期的な修繕計画の策定を進めています。 

 ２０２５年度は、横浜地区１１校舎、名古屋地区１６

校舎、大宮地区９校舎、仙台地区１０校舎を対象として、

過去の修繕履歴の整理を行うとともに今後の設備更新

時期の可視化を実施しました。 

 また、管理会社と連携し、各校舎における設備項目の

整理や修繕に必要な概算費用の確認を行うことで中長

期修繕計画策定に向けた第一段階の取り組みとして、３

か年修繕計画書を作成しました。さらに、地域事務局お

よび各学校において、予防保全の観点から自主的に建物

及び設備の状態等を掌握出来る様、「点検ハンドブック」

および「チェックリスト」を策定しました。 

 各地域事務局および各学校に対しては、修繕計画書及

び点検方法等の運用方法を説明し、各校自ら運用出来る

様になる為の体制構築を進めていきます。 

 また、先行して対応を進めた地区での運用状況の実態

掌握及び課題抽出を行い、運用・体制の改善を継続的に

図っていきます。今後展開をする他地区においても同様

の取り組みをしていきます。 

 なお、校舎全体の使用状況については継続的に把握を

行い、不動産管理システムの情報を常に最新の状態に維

持しながら、修繕計画の策定および更新に活用していき
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ます。 

情報関連システ

ムの基盤安定 

①  インフラ基盤の安定的運用 

②  データ分析基盤と組織体制の確立 

③  業務効率化のための各ソリューショ   

ンの見直し・検証 

④  システム人材の育成 

継続 

無線ＬＡＮおよび構内ＬＡＮの安定移行に伴うネッ

トワークに関しては、日々の最適化を図るとともに、Ｓ

ＡＳＥと呼ばれる次世代基盤への移行を準備していま

す。 

 ＩＰ電話への移行推進に関しては、２０２７年度が一

部電話の切り替えのタイムリミットとなっているため、

２０２６年度から２０２７年度にかけて順次切り替え

の計画を進めています。 

 各種データの管理に関しては、具体的なログ管理を進

め、２０２６年度に名簿等の管理手法を大幅に改善を図

る予定としています。 

 ＩＣＴ授業の後方支援に関しては、ハイフレックス授

業用のＰＣ整備について継続的に進めています。 

 システム人材の育成については、部門内の多くが有資

格者となりつつあり、より一層のスキルアップを図るた

め、受講者レベル別の権修を検討しています。 
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（５）人材育成・研修制度・組織改編 

本学園は、経営理念に基づき教育を礎に、多様な事業領域へ果敢にチャレンジし発展を遂げてきました。この源泉こそが人的資産（人

財）の充実にあります。今後、社会情勢がより一層厳しさを増す中にあっても、教育・研究への投資と設置校の持続可能性を維持して

いくために、今まで以上に人的資産の充実は必要不可欠であると考えます。時代の変化に柔軟に対応し、教職員一人ひとりの個性豊か

な専門性・スキルの伸長・発揮ができる人事制度を創設し、これからの発展を力強く促す原動力を創造する制度・組織体制の改革を行

っていきます。つきましては「人材育成・研修制度・組織改編」についての進捗は以下の通りです。 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 

戦略的な人事制

度改革を通じた

人材育成・活用の

促進 

① ミッション・ビジョン・経営理念を踏

まえた新たな人事制度の創設 

② 人材育成・積極的な人材活用の促進す

る 

継続 

２０２４年度より新人事制度を運用し、組織診断、キ

ャリア開発面談を基に適宜修正を行っていきます。 

社員データ（キャリア志向、スキル、性格等）・組織デ

ータ（組織診断結果、採用状況）を可視化し、教職員一

人ひとりが活躍できる仕組みを構築しています。２０２

６には相互レビュー（３６０度評価）を再導入し、さら

なるタレント情報の可視化を図ります。 

就業規則については、労働基準法等の改定に倣い、今

後も継続的に見直しをしていきます。 

人事情報の集約化については、タレントマネジメント

システムにより社員データ（職種、等級、転勤区分、拠

点地等）の整備を完了しており、マネジメントおよび適

正人員の配置等に活用しています。 
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２ 

計画的な人材育

成と積極的な人

材活用 

① 経営人材の計画的な育成プログラム  

を構築 

② 新研修体系の構築 

③ 女性の活躍推進法を積極的に促す目

標・計画策 

継続 

 新人事制度を踏まえた研修体系、経営人材育成体系を

再構築し、２０２５年度より等級別の手挙げ研修の導入

とオンデマンド研修の充実を図っています。また、専門

職人材の育成・輩出する仕組みを構築し、専門職による

研修や専門職になるためのキャリアステップを開示し

ています。 

 女性を対象とした学内ネットワークの構築について

は、一部の地域にて実施しており、女性のキャリアアッ

プの妨げになる原因を分析し、解決策を検討していきま

す。 

① 多様な働き方の創出と労働生産性の

向上 
継続 

長時間労働の是正に対し、毎月、残業時間をチェック

の上、全役員へ報告することを引き続き実施しました。

テレワークの推進および兼業・副業の環境整備について

は、新任責任者や主任研修の中で、多様な働き方の１つ

として案内を実施しています。 

 就業期間の確保（定年延長制度の見直し）については、

大学および短期大学において６５歳以上の採用を実施

しました。学園としては、今後の課題として社労士と具

体案について検討を行っています。 

 障がい者雇用については、段階的に引き上げられる常

時雇用率に対する充足率を確認のうえ、採用活動を実施

しています。 

 キャリアプランに即した働き方については、人事制度
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への対応を含め継続的に検討を進めています。 

３ 

業務改革促進と

スタッフ部門の

機能強化 

① 本部・スタッフ部門の機能の見直し 

② 事務組織の再構築 

③ 業務の合理化と再編、改革の促進 

完了 

人財部の設置により、採用や育成・評価等業務および

給与・労務業務といった業務整理、見直しを進め、効果

的・効率的な運営を行っています。 

 事務局の業務合理化等については、業務処理の明確化

がなされ統一化が進められています。今後は、業務の合

理化や正確性の確保に向けて、分野研修や業務プロセス

の見直し・検討を進めて行きます。 
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東京未来大学 

 

東京未来大学は、学校法人三幸学園の建学の精神・教育理念を受け継ぎ、「技能と心の調和」を教育理念に掲げ、専門的な知識や技能を学

ぶと共に人間性豊かな心を併せ持つ人材を養成していきます。これを実現するため、「大学の目的」「学部学科等の教育目的」「３つのポリシ

ー（ディプロマ・ポリシー、カリキュラム・ポリシー、アドミッション・ポリシー）」を定めることにより学部学科等の教育目標を設定し、

これを広く公表していきます。つきましては東京未来大学についての進捗は以下の通りです。 

 

結果について 

完  了  ： 当年度で完了するもの  

継  続  ： 以降も継続して実施するもの  

改  変  ： 内容を改変したうえで継続して実施するもの  

一時停止  ： 学内情勢や環境変化に対応し、一時計画を中止するもの  

廃  止  ： 学内情勢や環境変化に対応し、計画自体を廃止するもの 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 
教

育 

（１） 

一般教育の見直し 

①開講科目の現代化、統合化 

②大学４年間を通じて履修可

能な教育課程の構築 

③専門教育科目との有機的連

携 

継続 

一般教育については、学生が４年間を通じて段階的か

つ体系的に履修できるようにすることを目的として、科

目構成および教育内容の在り方の見直しに着手してい

ます。具体的には、他大学における一般教育のカリキュ

ラム体系（科目区分、履修モデル、初年次教育との接続

２． 個別計画 
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等）について調査・分析を行い、本学の教育課程との比

較検証を進めました。 

 その結果、現行の一般教育科目については、体系性や

科目間の連関において改善の余地があることが確認さ

れており、専門教育との接続を含めた再設計の必要性が

明確になっています。 

 今後は、カリキュラム・ポリシーとの整合性を踏まえ

ながら、一般教育の位置付けを再整理し、基礎的汎用能

力の育成を軸とした科目体系の再構築を行うとともに、

履修モデルの提示等を通じて学生の主体的な履修を促

進していきます。 

（２） 

データサイエンス教育の推進 

①「リテラシーレベル」の認

定を目指した科目の開設、自

己点検評価活動の確立 

②「応用基礎レベル」の認定

を視野に入れた教育体制構築

等の条件整備 

継続 

本学では、社会的要請の高まりを踏まえ、全学的なデ

ータサイエンス教育の推進に取り組んでいます。令和６

年度には、全学共通科目として「データサイエンス基礎」

を開設し、学生がデータリテラシーの基礎を体系的に学

修できる環境を整備しました。 

 また、教育の質を保証するための自己点検評価体制を

構築し、教育内容や学修成果の検証を行った結果、令和

7年度には文部科学省の数理・データサイエンス・ＡＩ

教育プログラム認定制度におけるリテラシーレベルの

認定を取得しました。 

 今後は、より高度な教育内容を提供するため、応用基

礎レベルの認定取得を目指し、関連科目の拡充や教育体
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制の強化を図るとともに、専門教育との連携強化を進め

ていきます。 

（３） 

ＩＣＴを活用した教育の推進 

①ＩＣＴ施設、環境の整備、

拡充 

②ＩＣＴ活用教育推進のため

の実践報告、研修会等の実施 

継続 

ＩＣＴを活用した教育の推進については、教育の質向

上および学修機会の拡充を目的として、教育環境の整備

および授業運営方法の改善に継続的に取り組んでいま

す。具体的には、学内ネットワーク環境や学修管理シス

テム（ＬＭＳ）の機能強化など、教育基盤の整備を進め

るとともに、教員によるＩＣＴ活用授業の実践事例の共

有を行っています。 

 ＦＤ研修等を通じてＩＣＴ活用スキルの底上げを図

るとともに、教育効果の可視化や授業改善へのフィード

バック体制の強化を進め、全学的に質の高いＩＣＴ教育

の展開を目指します。 

 

（４） 

入学者選抜方式の検討、見直

し 

①現行の事前課題方式による

小論文の見直し 

②本学の専門性に即した入試

科目の導入 

③持続可能な出題体制の構築 

④アドミッション・ポリシー

に沿った入学者選抜の確立 

継続 

入学者選抜については、アドミッション・ポリシーに

基づき、多様な資質・能力を有する学生を適切に受け入

れることを目的として、選抜方法の検証および見直しを

行っています。 

 具体的には、小論文試験について、従来の事前課題方

式から試験当日に実施する方式へ変更し、受験生の思考

力・判断力・表現力をより適切に評価できる体制へと改

善しました。また、学力の多面的評価の観点から、２０

２７年度入学者選抜より日本史科目を新たに導入する
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ことを決定しています。 

 今後は、各選抜区分における評価結果と入学後の学修

成果との関連性を分析し、評価方法の妥当性を検証して

いきます。 

（５） 

図書館機能の充実 

①蔵書の一層の充実、オンラ

インデータベース等の拡充 

②各授業との連携、文献検索

講習等の開催、グループ学習

室の利便性の向上 

③学外利用者の利便性の向

上、各種公開講演会の開催、

近隣の図書館との連携強化 

継続 

 図書館機能の充実については、学修支援の中核として

の役割を強化するため、資料環境および利用環境の整備

を進めています。近年では、オンラインデータベースの

導入により、学術情報へのアクセス環境が大幅に向上

し、学生からも一定の評価を得ています。 

 一方で、これらの電子資料の利用については一部の学

生に偏る傾向が見られることから、利用促進が課題とな

っています。このため、授業やゼミとの連携による活用

機会の拡大や、文献検索講習の実施により利用促進に取

り組んでいます。 

 また、図書館の利用環境についても、予約システムの

導入により、計画的な学修スペースの利用が可能となる

よう改善を図りました。今後は、電子資料のさらなる充

実および検索機能の向上を進め、より利用しやすい学術

情報基盤の整備を目指します。 
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２ 
研

究 

（１） 

研究推進・支援 

①「東京未来大学特別研究助

成金」「東京未来大学専任教員

長期研鑽制度」の積極的で柔

軟な運用 

②大型科研費申請推進に向け

た支援体制の整備等、諸条件

の検討 

継続 

 特別研究助成金の公募手続きについて、教員の利便性

の向上と事務の効率化を図るため、申請方法の見直しを

行いました。これまでは、所定の様式をＰＤＦに変換し

たうえで、応募者自身が学内ネットワーク上の指定フォ

ルダに格納し、さらに別途管理用ファイルへ入力する必

要があり、手続きが煩雑であることが課題となっていま

した。 

 この課題を解消するため、２０２５年度からＷｅｂフ

ォームを活用した申請システムを導入しました。これに

より、応募者はＷｅｂ上で必要事項を入力し申請書をア

ップロードするだけで申請が完了する仕組みとし、ファ

イルの格納作業については事務局が一括して対応する

運用に変更しました。 

 その結果、学外（自宅等）からの申請が可能になるな

ど教員の利便性が大きく向上するとともに、申請手続き

の簡素化と事務処理の効率化を実現しています。 

 申請支援に関する体制整備や、外部資金獲得に向けた

組織的支援の仕組みについては、引き続き検討を行いま

す。 

（２） 

研究成果の公表 

①「東京未来大学研究紀要」

「未来の保育と教育-東京未

来大学保育・教職センター紀

要-」「モチベーション研究」

完了 

２０２６年３月３１日付で『東京未来大学研究紀要』

第２０号を発行しました。本号の編集過程においては、

従来、印刷会社や執筆者との間でメールを中心に行って

いた原稿の授受について、Ｗｅｂフォームおよびクラウ
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「教育改善向上年報」の継続

的刊行 

②各誌掲載論文の学術的水準

の向上 

③各誌のオンライン化の検討 

ドストレージを活用した運用へと見直しを行いました。 

 これにより、原稿データや各種情報の一元管理が可能

となるとともに、進捗状況の把握が容易になるなど、編

集業務全体の効率化を図ることができ、発行までの一連

の業務を円滑に遂行することができました。 

 また、本学附置研究所が発行する『モチベーション研

究』については、冊子での発行とあわせて研究所ウェブ

サイトでの公開を継続し、研究成果の発信に努めまし

た。さらに、Ｊ－ＳＴＡＧＥ等の学術情報プラットフォ

ームへのオンライン掲載を見据え、必要な情報整理に着

手するとともに、投稿規程や編集体制等の整備状況の確

認を行い、登録に向けた準備を進めています。 

 今後は、これらの取組を踏まえ、研究成果の公開方法

のさらなる高度化を図るとともに、外部の学術情報基盤

との連携を強化することで、本学の研究成果の発信力お

よび可視性の向上につなげていきます。 

（３） 

研究倫理向上・不正防止体制

の強化 

①「東京未来大学研究活動上

の不正行為の防止及び対応に

関する規程」等諸規程に基づ

く厳正な対処 

②関連諸規程の精査と強固な

体制の構築 

③「東京未来大学研究倫理・

継続 

 研究倫理の向上および不正防止体制の強化を目的と

して、年間２回のコンプライアンス研修を実施しまし

た。第１回では、公的研究費の適切な取扱いおよび研究

不正の防止を中心に扱い、第２回では個人情報の保護お

よび情報セキュリティの確保に関する内容とし、研究活

動を適正に遂行するための規範意識の定着を図りまし

た。 
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不正防止委員会」、「東京未来

大学コンプライアンス委員

会」による、本学独自の研修

の継続的実施 

④日本学術振興会等外部機関

が提供する教材を活用した研

修の実施 

 あわせて、これらの研修の実施に際し、研究者から研

究倫理に関する誓約書の提出を求め、関係法令および学

内規程の遵守について改めて確認する体制を整備しま

した。 

 また、公正な研究活動の推進に向けて、研究倫理審査

を適切に運用しました。今年度は、新規の通常審査４７

件に加え、研究計画の変更に伴う迅速審査を５件実施

し、それぞれの研究について科学的・倫理的観点からの

妥当性の確保に努めました。 

 これらの取組により、研究活動の透明性の向上を図る

とともに、組織としての不正防止体制の強化を着実に進

めています。今後は、研修内容の充実および継続的な受

講体制の確保に加え、審査プロセスのさらなる適正化と

運用の高度化を図り、研究倫理体制の一層の充実を目指

していきます。 

３ 

地

域

貢

献 

地域貢献の促進 

① 足立区大学生地域活動活

性化プラットフォーム事業の

検証と継承 

➁ 足立区生涯学習センター

との協働 

➂ 足立区内企業との商品開

発プロジェクト支援 

➃ 自治体、その他団体へ委

継続 

足立区大学生地域活動活性化プラットフォーム事業

に参画し、延べ１６５名の学生が地域活動に参画しまし

た。活動を通じて、地域社会との連携を深めるとともに、

学生にとって実践的な学修機会の提供につなげていま

す。  

また、２０２６年３月１７日には、足立区役所、ＮＰ

Ｏ法人足立フォーラム２１、足立区ＮＰＯ活動推進セン

ターとともに事業の検証を実施し、その結果を踏まえて
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員・講師としての派遣 

➄ 各種イベントへの学生の

ボランティア支援等の連携活

動 

⑥地域連携活動についての情

報収集、学内外への情報発信 

次年度に向けた活動計画の策定を行いました。 

さらに、学内における地域連携活動の集約と把握に取

り組んだ結果、自治体や各種団体への委員・講師派遣は

計２０３件に達し、本学の教育研究資源を活かした地域

貢献を着実に展開しています。 

学生による主な地域活動としては、「あだち未来スケ

ッチＡｃｔｉｏｎ！」への参画（９名）のほか、地域祭

礼における神輿担ぎの取りまとめ、「地域つながりフェ

スティバル」における消防署との連携対応など、多様な

分野でのボランティア活動を実施しました。 

これらの取組により、地域課題への貢献と学生の主体

的な活動機会の創出が進んでいます。今後は、地域連携

活動の一層の体系化と可視化を図るとともに、参画学生

の拡大および活動内容の充実を通じて、持続的な地域貢

献の推進につなげていきます。 

４ 

教

学

マ

ネ

ジ

メ

ン

ト 

（１） 

外部評価員制度の確立 

外部評価員制度の推進と適切

な運用 
継続 

 外部評価員に対する資料送付について、従来の郵送に

よる対応からオンラインでの運用へと見直しを行い、事

務手続きの簡素化を図りました。具体的には、電子デー

タを用いた資料提供へ移行することで、送付準備や郵送

にかかる時間的・事務的負担の軽減を実現しました。こ

れにより、外部評価員にとっても資料の受領および確認

が容易となり、資料授受の迅速化と利便性の向上につな

がっています。 
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 今後は、こうしたオンライン運用の定着を図るととも

に、外部評価員のさらなる負担軽減に向けた工夫を検討

していきます。あわせて、本学の教育研究活動の改善に

資する有益なコメントをより効果的に収集できるよう、

フィードバックの取得方法や意見集約の仕組みについ

ても継続的に見直しを行っていきます。 

（２） 

教育の質保証にかかわるアセ

スメントの精査 

各種調査やアンケートの妥当

性、信頼性の精査と改善 
継続 

 ３つのポリシー（アドミッション・ポリシー、カリキ

ュラム・ポリシー、ディプロマ・ポリシー）に基づき実

施している各種調査について、設問項目の表現の適切性

を見直し、評価指標としての妥当性の精査を行いまし

た。 

 検討にあたっては、従来の調査結果との継続性を確保

し、経年変化を適切に把握できるよう配慮しつつ、実態

をより的確に反映する評価となるよう項目内容の見直

しを進めました。 

 今後は、精査した評価指標に基づく調査結果の分析を

通じて、教育活動の改善につなげるとともに、アセスメ

ントの実効性向上に向けた運用方法の見直しを継続的

に行っていきます。 

（３） 

ファカルティ・デベロップメ

ント（ＦＤ）活動の推進 

①本学独自の全学的研修会の

企画、実施 

②「北星学園大学との連携・

交流に関する協定」に基づく

継続 

例年実施している各種研修会について、計画に基づき着

実に実施しました。 

 あわせて、教育の質向上を目的としたベストティーチ

ャー賞については、その選定基準の妥当性について検討
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研修の企画、実施 を重ね基準の改訂を行いました。 

 また、この基準改訂に伴い、選定結果の公表方法につ

いても見直しを行い、本学ウェブサイトにおける情報公

開の在り方について必要な整備を行いました。さらに、

本賞の運用については、学内規程および細則に基づき実

施されていることから、新たな運営手法を導入する際に

は規程改訂が必要となる点についても改めて整理しま

した。これを踏まえ、褒賞懲戒委員会と現状の共有およ

び意見交換を行い、制度運用に関する課題の把握を進め

ています。 

 今後は、これらの検討結果を基に、より実効性の高い

表彰制度の構築に向けて、運用体制や評価方法の具体化

を進めるとともに、規程整備を含めた制度改善を段階的

に進めていきます。 

（４） 

学修成果の可視化 

ディプロマ・サプリメントの

導入 
継続 

ディプロマ・サプリメントの導入について、記載内容

および発行方法の両面から、多角的な視点で検討を進め

ました。記載内容については、複数の候補案を比較検討

しながら、本学の実態やニーズに適合する項目の選定を

行っており、現在はその実用性について検証を進めてい

る段階にあります。 

 また、発行方法については、業務の効率化および利用

者の利便性向上の観点から外部システムを活用する方

針とし、具体的な運用開始に向けた準備を進めていま
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す。 

 今後は、試行的な運用を通じて課題の把握と改善を行

い、記載内容および運用方法の両面から最適化を図るこ

とで、より実効性の高い仕組みとして定着させていきま

す。 

５ 

学

生

支

援 

（１） 

学修支援体制の整備 

①学修支援推進委員会（仮称）

の新設 

②新たな学習支援体制構築に

向けた条件準備 

継続 

 学修支援体制の整備については、２０２６年度から設

置する学修支援室の体制構築に向けた準備を行いまし

た。次年度より学修支援室を設置し、合理的配慮を必要

とする学生支援の体制強化を図ります。特に、合理的配

慮を必要とする学生への支援について重点的に取り組

み、個々の状況に応じたきめ細やかな対応ができる体制

を整備することとしています。また、支援室にはスクー

ルソーシャルワーカーを配置し、学修面にとどまらず、

生活面や心理面を含めた多角的な支援が可能となる体

制を構築しています。 

 今後は、関係部署との連携をさらに強化するととも

に、支援ニーズの把握と対応の質の向上を図りながら、

より実効性の高い学修支援体制の充実に取り組んでい

きます。 

 学友会が設置・回収している意見箱の投函内容につい

て、委員会における共有体制を整備し、寄せられた意見

の精査および検討を行いました。これにより、学生から

の要望を組織的に把握し、検討につなげる仕組みを構築
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しています。今年度の集計結果では、特にＷｉ－Ｆｉ環

境の整備をはじめとする施設設備に関する要望が多く

寄せられていることが明らかとなりました。 

 これらの分析結果を踏まえ、現在は学生の学修環境の

向上に向けた具体的な改善策の検討を進めており、今後

は優先度を整理したうえで、計画的に環境整備を実施し

ていきます。また、引き続き意見収集と改善のサイクル

を継続し、学生のニーズを的確に反映した学修環境の整

備につなげていきます。 

（２） 

キャリア支援 

①「単位型インターンシップ」

科目の新設 

②保育職、福祉職、教職にお

ける現状の就職支援体制の点

検、課題抽出、及び改善 

継続 

 単位型インターンシップについては制度設計が完了

し、２０２５年度入学生用の「学生便覧」への登載を行

いました。本科目は２０２７年度からの実施を予定して

おり、現在は円滑な運用開始に向けた準備を進めている

段階にあります。 

 今後は、学生の多様なニーズに対応できるよう、受入

先企業の新規開拓および関係構築を継続的に推進し、実

践的な学修機会の充実を図っていきます。 

 また、教育・福祉・保育職を志望する学生に対しては、

学年や志望職種に応じたキャリアガイダンスおよび就

職フェアを年間計３１回実施しました。これに加えて、

教員採用試験や保育職選考に対応した模擬試験や面接

対策講座を実施し、実践的な就職支援の強化を図ってい

ます。さらに、エンロールメント・マネジメント部との
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協議を通じて、就職支援に関する組織的課題の整理を行

うとともに、紀要『未来の保育と教育』第１２号を計画

どおり発刊し、教育・保育分野における研究成果の発信

にも取り組みました。 

 今後は、これらの取組の効果検証を行いながら、キャ

リア支援の体系化と質的向上を図るとともに、教育活動

との連携を一層強化し、学生の進路実現に資する支援体

制の充実を進めていきます。 

（３） 

留学・異文化交流支援 

①本学学生の現状に即した留

学プログラムの企画、提供 

②海外渡航に関する危機管理

システムの構築 

継続 

 留学等に伴う海外渡航時における危機管理体制の高

度化を図るため、２０２５年度より特定非営利活動法人

海外留学生安全対策協議会（ＪＣＳＯＳ）との契約を締

結し、新たな危機管理体制を導入しました。これにより、

海外における渡航者の動静把握が可能となるとともに、

緊急事態発生時における迅速な情報収集および対応体

制の強化につながっています。 

 今後は、本システムの継続的な運用を通じて実効性の

検証を行いながら、海外渡航プログラムの実施における

安全性の確保とリスクマネジメントの徹底に取り組ん

でいきます。また、関係部署との連携を強化し、事前の

安全教育や危機対応体制の一層の充実を図っていきま

す。 

 新たな異文化交流機会として、２０２６年より、国内

施設を利用した英語研修、異文化体験のプログラム（ブ
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リティッシュヒルズ）を利用するプログラムの開設を予

定しています。 

６ 

管

理

運

営 

（１） 

入学定員確保 

【通学課程】 

① 入学定員変更に関する周

知と入学定員確保 

② 入学者選抜方法の不断の

見直し 

③ オープンキャンパス開催

方法の工夫 

④ 高校訪問による情報収集

と信頼関係の強化 

⑤ 「東京２３区における大学

の学部等の収容定員の抑制」

が解除される２０２８年度に

向けた学部学科等改組の準

備・検討 

 

【通信教育課程】 

① 現行の対面授業（スクーリ

ング）のメディア・ライブ授

業化と教育効果・質の担保 

② 上記に対応可能な現行学

習管理システムの増強 

継続 

【通学課程】 

入学定員の変更にあたっては、進学情報誌やウェブ媒

体をはじめとする各種媒体への掲載に加え、オープンキ

ャンパスにおける入試説明の機会を活用し、受験生およ

び保護者に対して丁寧な情報提供を行ってきました。 

 今後も、正確かつ分かりやすい情報発信を継続するこ

とで、志願者の理解促進を図るとともに、入学定員の安

定的な確保につなげていきます。 

 入学者選抜方法については、多様な受験生の学修意欲

や資質を適切に評価する観点から、継続的な見直しを行

っています。 

 ２０２６年度入学生募集においては、総合型選抜の小

論文試験を従来の事前課題提出方式から試験当日実施

方式へと変更し、より適切な評価が可能となるよう改善

しました。さらに、２０２６年度募集の結果検証を踏ま

え、２０２７年度募集では、事前課題方式と当日実施方

式のいずれかを受験生が選択できる制度への移行を予

定しています。 

 また、面接試験についても、従来の集団面接に加え、

個人面接を選択可能とすることで、受験生一人ひとりの

特性をより的確に把握できる体制の構築を進めていま
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③ 「東京２３区における大学

の学部等の収容定員の抑制」

が解除される２０２８年度に

向けた学部学科等改組あるい

は収容定員増加の準備・検討 

す。 

 オープンキャンパスについては、大学理解の深化を目

的としてプログラム内容の見直しを行っています。具体

的には、開催当初に参加者全体を対象とした説明時間を

設け、本学の教育方針や学びの特色を体系的に理解でき

る機会を確保しました。 

 また、２０２６年度においては、学修内容や学びの意

義についてより深く理解できる企画や体験型イベント

の実施回数を増やすことを検討しており、参加者の満足

度向上および志願意欲の醸成につなげていきます。 

 高校訪問については、２０２５年度において教職員に

よる延べ５５７校への訪問を実施し、高校現場の進路動

向や課題の把握に努めました。あわせて、通信制高校へ

の訪問も開始し、多様化する進学ニーズへの理解を深め

ています。 

 今後は、通信制高校を含めた訪問体制のさらなる強化

を図り、相互理解に基づく関係構築を進めることで、多

様な進学希望者に対応した入試・広報活動の充実を図っ

ていきます。 

 「東京２３区における大学の学部等の収容定員の抑

制」の解除を見据え、通信教育課程における新たな学部

設置に向けた検討を開始しました。こうした制度的動向

を踏まえ、通信教育課程の拡充と教育機会の多様化に対
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応するため、将来構想の具体化に着手しています。 

 ２０２６年度からは新学部設置準備委員会を設置し、

２０２８年度の実現に向けて、モチベーション行動科学

部通信教育課程の改組を中心とした組織改革の検討を

進めていく予定です。 

 今後は、社会人学習者の多様な学修ニーズに対応でき

る教育体制の構築を目指し、カリキュラム編成や教育方

法、学修支援の在り方について具体的な制度設計を進め

るとともに、設置認可に必要な条件整備を段階的に実施

していきます。あわせて、教育の質保証の観点から、既

存課程との整合性や運用体制の妥当性についても検証

を行いながら、実効性の高い教育組織の構築に取り組ん

でいきます。 

 

【通信教育課程】 

 通信教育課程においては、現行の対面授業（スクーリ

ング）について、メディア授業およびライブ配信形式へ

の転換に向けた検討を進めています。対象科目の精査を

行うとともに、学生の学修成果を確実に担保するため、

授業設計や成績評価の在り方についてもあわせて検証

を実施しています。 

 今後は、これらの検討結果を踏まえ、２０２８年度を

目途に段階的な導入を進めるとともに、ICTを活用した
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教育の質保証の確立に取り組んでいきます。 

通信教育課程の学修支援機能の強化を目的として、学

修管理システム（ＬＭＳ）の機能拡充に向けた検討を進

めています。具体的には、学生の履修状況や学修進捗の

可視化、教員との双方向的なコミュニケーションの強

化、課題提出・評価管理の効率化などを実現する機能の

整備を検討しています。 

 これにより、学生の学修状況をより適切に把握し、必

要に応じた早期支援が可能となる環境の構築を目指し

ています。 

 今後は、システム導入・改善を段階的に進めるととも

に、運用状況の検証を行いながら機能の最適化を図り、

通信教育課程における学修支援体制の充実と教育の質

向上につなげていきます。 

（２） 

財政基盤の安定 

【収入の部】 

① 学生生徒納付金収入の維

持・安定（２２.０億円） 

② 寄付金収入・補助金収入の

増額 

 

【支出の部】 

① 人件費の適正化（学生生徒

等納付金収入に占める人件費

継続 

【収入の部】 

学生生徒等納付金収入については、目標額 22.0 億円

に対し、実績見込みは 22.6 億円となり、計画を上回る

水準を確保することができました。これは、入学定員管

理および学生募集活動が一定の成果を上げていること

によるものと考えています。 

今後も、安定的な財務基盤の確保に向けて、入学定員の

適正管理を継続するとともに、広報活動および入試制度

の改善を一体的に進めることで、継続的な志願者確保と
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支出５５.０%以内） 

② 教育研究経費の適正化（学

生生徒等納付金収入に占める

教育研究経費支出２２.０%以

内 

③ 管理経費の適正化（学生生

徒等納付金収入に占める管理

経費支出１５.０%以内） 

 

【その他】 

組織体制及び教職員配置数の

見直し 

収入の安定化を図っていきます。 

 寄付金収入および補助金収入のうち、補助金収入につ

いては、学生数構成の変動等の影響により、前年度比で

約１２，７４０千円の減少となりました。 

このため、今後は定員管理を適切に行うとともに、教育・

研究体制や学内制度の整備を進めることで、経常費補助

金の安定的な確保につながる運営基盤の強化に取り組

んでいきます。また、外部資金の多様化も視野に入れ、

収入構造の強化を図っていきます。 

 

【支出の部】 

 人件費については、「学生生徒等納付金収入に占める

人件費支出５５．０％以内」とする目標に対し、実績見

込みは約 51％となっており、計画の範囲内で適正に管

理されています。 

 今後も、教育の質を維持・向上させることを前提とし

ながら、業務の効率化や適正な人員配置を進めること

で、持続可能な人件費構造の維持に努めていきます。 

 教育研究経費については、目標値である２２．０％以

内に対し、実績見込みは約１９％となり、適正な水準を

維持しています。 

 今後も、教育・研究活動の質を確保することを前提と

しつつ、費用対効果を意識した経費配分を行い、効率的
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かつ効果的な資源配分に努めていきます。 

 管理経費については、「学生生徒等納付金収入に占め

る管理経費支出１５．０％以内」という目標に対し、実

績見込みは約１３％となっており、効率的な運営が図ら

れています。 

 今後も、業務の見直しやデジタル化の推進等を通じて

管理コストの最適化を図るとともに、教育・研究活動へ

の資源配分を重視した運営を継続していきます。 

（３） 

教育環境整備計画 

教育環境の維持・充実を目的

とした整備計画を検討する。 

① 教育研究用備品の充実 

② 講義棟Ａ老朽化に伴う修

繕・改築計画検討 

継続 

 本学では、学生の学修環境の向上を目的として、教育

研究用備品の計画的な整備を進めています。２０２６年

度に向けては、講義棟Ｃの教室におけるＡＶ機器の移設

および増設について検討を行い、授業内容や教育方法に

即した機器配置が可能となるよう環境整備の計画を策

定しました。本件については、２０２６年夏頃の実施に

向けて準備を進めています。 

 また、教職課程におけるＩＣＴ活用能力の育成を支援

する観点から、電子黒板の導入をはじめとするＩＣＴ教

育環境の充実についても検討を進めています。これによ

り、ＩＣＴを活用した授業実践の充実を図るとともに、

学生の実践的な指導力の育成につなげていきます。 

 今後は、これらの整備状況の効果検証を行いながら、

教育内容や学生ニーズの変化に対応した設備更新を計

画的に進め、教育環境の質的向上を図っていきます。 
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 講義棟Ａについては、建物の老朽化を踏まえ、中長期

的な視点から修繕および改築の必要性について検討を

進めています。あわせて、足立区が整備を進めている堀

切駅人道橋事業との関連性も考慮し、周辺環境の変化を

見据えた施設整備の在り方について検討を行っていま

す。 

 堀切駅人道橋については、２０３１年度から２０３２

年度頃の竣工が見込まれていることから、その進捗状況

を踏まえつつ、講義棟Ａにおける大規模修繕または改築

を視野に入れた計画の具体化を段階的に進めていく方

針です。 

 今後は、安全性および利便性の確保を最優先としなが

ら、教育研究活動のさらなる充実に資する施設整備を目

指し、財政面を含めた総合的な検討を行い、実行可能性

の高い整備計画の策定につなげていきます。 
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小田原短期大学 

 

小田原短期大学は、２０１４年４月の法人合併により学校法人三幸学園が設置する教育機関として運営しています。同短期大学の前身であ

る小田原女子短期大学の建学の精神「女性を人として教育する、女性として教育する、国民として教育する」を継承し、学校法人三幸学園の

「技能と心の調和」を教育理念に掲げ、人としての成長の可能性、専門職としての社会での自立、人間性豊かな心を併せ持つ人材を養成して

います。これを実現するため、「学科ごとの教育目的」などを定め、学内外に広く公表していきます。つきましては小田原短期大学について

の進捗は以下の通りです。 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 

教
育
・
研
究 

カリキュラム改革 

学修行動調査の向上 

・知識・技能が向上８５％→ 

９０％以上 

継続 

 データサイエンス授業の新設に向け、導入の方向性を

確認し、具体的な科目の選定を実施しています。 

 履修モデル案を作成し、担当部署内での検証を行い、

多様なニーズに合わせた履修モデル案の設定へ計画的

に取り組みを進めています。 

 プレースメントテストを実施し、結果を踏まえて今後

の運用について検討している状況です。 

 オフィスアワーを活用した補講の実施については、運

用に向けて実際の活用実態の把握を実施しています。 

 幅広いボランティア活動の実施については、防災・減

災委員会にてボランティアリーダー育成の取り組み方

について検討をしている段階です。 
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ⅠＣＴ活用・教育支援 

学修行動調査の向上 

・授業の内容を理解８０％→ 

８５％ 

・学生ポートフォリオの活用 

検討 

・ＬＭＳの導入検討および活用 

継続 

 授業でのＰＣ利用促進・情報系授業の新設に向けてＩ

ＣＴ利活用の実態調査を実施しています。また、遠隔授

業の戦略的な構築による学生登校日の削減については

計画の方向性を確認し、授業形態の再定義を実施してい

ます。 

 授業支援システムやＬＭＳ（ＬｅａｒｎｉｎｇＭａｎ

ａｇｅｍｅｎｔ Ｓｙｓｔｅｍ）の導入検討および活用

に向けて、計画の方向性および必要とするＬＭＳの要件

を確認しています。 

 現行の履修カルテ・学修カルテ内容の振り返りを行

い、学修成果や成長を可視化したポートフォリオを活用

した定期的な面談の実施に向けて計画的に取り組みを

進めています。 

 

 学生支援・キャリア支援 

満足度・卒業時調査アンケート 

の向上 

・事務職員の働きかけ：８８％→ 

９０％以上 

・学科室：８７％→８９％以上 

・担任からの働きかけ：８６％→ 

８８％以上 

・ＣＡ（Ｃａｍｐｕｓ Ａｄｖｉ 

ｓоｒ：教育・研究指導とは別 

に、学生生活全般のサポートを 

継続 

 退学率低減を図るための調査・分析・結果の学内共有

については、退学理由および学内サポート体制の把握、

データ収集を実施しています。 

 入学前教育の充実を図るための情報リテラシーの充

実に向けて、プログラム内容を再検討し、おだたん人間

成長講座への取り組みを実施しています。 

 ＦＤおよび授業技術の向上：授業研究・交流会の実施

については。実施計画の確認、ＦＤ研修企画の立案を行

い、実現に向けて計画的に取り組みを進めています。 

 また、企業インターンシップおよび事例の情報収集を
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行う者）との関わり：７７％→ 

８０％以上 

実施し、就職に係るインターンシップの充実に向けて引

き続き取り組んでいきます。 

 就職先アンケートの実施と活用については、アンケー

ト項目の点検を実施しています。 

２ 

社
会
連
携
・
貢
献 

社会連携・貢献 

連携事業実施数 

・公開講座の年１回実施 

・新規連携事業の実施 

継続 

 地域住民に向けの公開講座の年１回以上の実施に向

けて、他の事例のリサーチを実施しています。 

 また、小田原市小・中学校との連携、小・中学生との

結合については、小田原市教育委員会への情報収集を実

施しています。 

 連携企業との連携を継続し、新たに梅干しを使った小

田原銘菓の商品開発を実施しました。地域企業との新た

な産学連携と連携協定の締結に向け、地域企業（小田急

電鉄株式会社小田原駅、イトーヨーカドー小田原店、小

田原市内の飲食店など）との新たな産学連携協定を締結

しました。 

グループ内連携 
グループ間連携数 

・グループ間交流、研修の実施 
継続 

保育分野との連携として、東京未来大学との教 

職員意見交換会を実施しています。また、学園のこども

分野と連携して、教育実習・保育実習日誌のＩＣＴ化を

進めており、今後、学習面においてのＩＣＴについても

連携を深めていきます。 

 辻学園栄養専門学校とＳＡＮＫＯ Ｅ－１グラ 

ンプリ（給食の知識と技術を競う学内コンテスト） 

および管理栄養士国家試験対策講座において連携 
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して取り組みました。 

 学生向けデジタル図書の利用講座を開催してい 

ます。 

３ 
経
営 

広報・学生募集・ブランディ

ング 

収容定員の充足・募集目標の達

成 

 

【収容定員の充足】 

食物栄養学 １６０人 

保育学科 １８０人 

保育学科 通信教育課程  

４，４００人 

 

【募集目標の達成】 

食物栄養学 ８５人 

保育学科  ７５人 

保育学科 通信教育課程 ２２

０人 

 

継続 

 小田原短期大学がどのような短期大学であるのか、一

目で魅力が伝わるようなテーマ『ずっと頼れるおだた

ん』の策定・周知を行っています。 

 また、収容定員の充足における具体的施策として高校

訪問および出張授業マニュアルの策定と周知に取り組

んでいます。 

 オープンキャンパスについては、実施内容の再確認と

新たな取り組みを進めていきます。公務員就職支援の充

実のＰＲを引き続き行っていきます。 

 2026年度入学生においては、通学課程の保育学科、食

物栄養学科の入学定員が充足したため、引き続き収容定

員の充足に努めます。 

改組・改編・新規事業 
改組・組織改革 

・検討実施し対応を決定 
完了 

 多様な価値観を形成するために２０２６年４月から

共学となることが決定し、２０２５年度から男子の募集

を開始し、２０２６年度から共学を開始しています。 

 安定的な経営を維持するための収容定員の適正化の

具体的施策として、２０２４年度保育学科の収容定員を
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２８０人から１８０人に変更し適正化を図っています。 

 社会や新たなニーズに応えるために、通信教育の新学

科「ライフデザイン総合学科」の２０２６年４月開設が

認可され開設しています。 

４ 

施
設
・
設
備 

教育施設・設備 

改修・デジタル図書の取り組み 

・デジタル図書の拡充４０冊→ 

１８０冊 

継続 

 校舎の壁面塗装改修およびサッシの更新は完了 

しています。 

 ＬＭＳの見直しおよびデジタル図書の拡充につ 

いては継続して取り組んでいきます。  
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広域通信制高等学校 

 

飛鳥未来高等学校、飛鳥未来きずな高等学校、飛鳥未来きぼう高等学校は、学校法人三幸学園の建学の精神・教育理念を受け継ぎ、「技能

と心の調和」を教育理念に掲げ、教育目標である「教育理念に基づく指導の下、一般社会人として通用する人材育成」をもとに、未来の社会

を担う人材を養成していきます。 

これを実現するため、スクールポリシーとして「アドミッション・ポリシー」、「カリキュラム・ポリシー」、「グラデュエーション・ポリシ

ー」を定めるとともに教育目標を設定し、これを広く公表していきます。つきましては広域通信制高等学校についての進捗は以下の通りです。 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 教
育 

（１） 

スクールポリシーの検証 

① スクールポリシーの認知・

理解の定着 
継続 

 スクールポリシーの評価検証項目を検討しており、あ

わせて評価可能な外部企業システムも並行して選定を

行っています。 

② アドミッション・ポリシー

に掲げた資質・能力を有す

る人物像についての継続的

な検証と実証におけるＰＤ

ＣＡサイクルの確立 

継続 

アドミッション・ポリシーについては、公開および理

解浸透を図っており、進路ワーキングチーム等による入

試方法の検証・改善を進めていきます。 



49 
 

③ グラデュエーション・ポリ 

シーに掲げる生徒を育成す

ることを目的としたカリキ

ュラム・ポリシーおよび、適

正なカリキュラムの検証と

実証におけるＰＤＣＡサイ

クルの確立 

継続 

 グラデュエーション・ポリシーとカリキュラム・ポリ

シーの検証を目的として、各種アンケートの見直しを

図り、適正な効果測定の実施に向けて計画を進めてい

ます。 

 カリキュラム、シラバスについては毎年度見直しな

どを図っており、ＰＤＣＡサイクルとして継続して取

り組んでいきます。 

（２） 

教育の質の向上 

学習指導要領や通信制高等学校

ガイドラインに則った運営体制

の構築を図る。具体的には以下

の項目を実施・検証していく。 

① 教員の資質向上（人材育成

体系の構築・教員研修の充

実） 

② 授業の質確保（全国教科チ

ーフ制度活用・教務連携体

制構築による統一した授業

の展開） 

③ 生徒指導、進路指導の質確

保（各種数値分析に基づく

施策の充実化） 

④ 情報管理の機能強化およ

び、効率化（学生管理システ

継続 

教員の資質向上および授業の質の確保に向け、「各ワ

ーキングチームと連携した各種研修の実施」および「カ

リキュラムマネジメントの策定・実施」などの目標達成

のための具体的施策について、高校教育推進室が各キャ

ンパスを巡回し状況把握を行い、改善等のフィードバッ

クを定期的に実施しています。 

 総合的な探究の時間における質の向上については、新

規教材開発を実施し２０２６年度より運用を開始しま

す。  

 合同行事実施による教育効果・質の向上については、

参加者のニーズと費用のバランスを考慮し、従来の芸術

コンクールを実施しました。２０２６年度より新たな行

事実施を再構築しています。 

 新規教育コンテンツの検証・開発については、ネット

スタイルＬＩＶＥ配信授業によるＭｅｔａＭｏｊｉを

運用し、ニーズに対応した運用を実施しています。 
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ムのリプレイス） 

⑤ 通信教育の特色を活かした

学びの充実（ＬＭＳ・ＩＣＴ

活用・ＧＩＧＡスクール構

想対応・ネットスタイルの

設置等） 

⑥ 高校教育推進室による教育

開発機能および、学習環境

の整備推進 

⑦ 各校事務局による管理運営

の質向上（事務管理機能の

整備） 

 教育の質向上における「卒業生アンケートの実施」に

ついては、引き続き回収率の向上に努めていきます。 

（３） 

教育活動のＩＣＴ化の推進 

ＩＣＴ教育ツールを活用した授

業および、各種教育活動の質の

向上を目的とした、情報リテラ

シー教育や好事例の共有を図

り、生徒・全教員が一定の水準で

効果的な活用が行える体制の構

築・検証 

継続 

 ＩＣＴ教育ツールを活用した授業の実施のため、生徒

の端末保持率１００％を達成し、利用状況においても全

部門で安定した利用ができています。 

 高校教育推進室からの継続的な研修や巡回を通じて、

目標達成を目指していきます。 

２ 

学
生
支
援 

（１） 

高専大教育連携体制の構築 

三幸学園のネットワーク・スケ

ールメリットを生かし、姉妹上

級学校における相互単位認定制

度の確立など有機的な連携体制

継続 

姉妹専門学校および大学と相互単位認定制度の構築

については、当該年度では東京未来大学と飛鳥未来きぼ

う高等学校で連携・実施を行い、２科目において運用を

開始しました。多くの生徒が単位修得を行い、高校での
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の構築を図り、高等学校分野か

らの進学者増加を促進 

単位認定を行いました。次年度では、飛鳥未来高等学校

および飛鳥未来きずな高等学校も含めて全国の生徒が

利用を開始する予定としています。 

 ２０２７年度までには、「ウェディング」、「看護」、「や

る気の科学」に関する科目を導入できるよう教育課程の

再編に向け検討していきます。 

（２） 

キャリア支援体制の構築・強

化 

卒業後の状況調査の実施・分析

から見える、在学中の生徒指導

や教育活動における課題に対し

て教育活動の見直し・改善を図

り、更なる学校教育の充実を目

指す。そして、卒業後の進路先へ

の定着率の向上および、社会と

個人のウェルビーイングを実現

する人材育成を促進 

継続 

 卒業生ＬＩＮＥ（登録率２８．９％）については、存

在の認知が徐々に高まってきている状況ですが、目録登

録率には至っていないため、達成に向けて更なる認知

度、発信情報の質向上に取り組んでいきます。 

 また、アンケート回収率（７．６％）も課題であり、

投稿内容のブラッシュアップを図りつつ、アンケート回

答率を上げられるような施策の検証を実施予定です。 

（３） 

安全・健康への支援 

① 学生の心身の健康保持を目

的とした保健活動と衛生活

動を実施 

継続 

学生の心身の健康保持を目的としたオンラインメン

タルサポート窓口については開設しており、一定数の学

生が利用しています。 

② より良い学習環境維持を目

的として防災訓練や有効性

のある防災啓蒙活動を実施 

継続 

災害対策と防災意識の向上として危機管理マニュア

ルを策定しており、防災に関わる指導や全キャンパスに

よる避難訓練の実施計画を策定しています。災害時の備

蓄品等の設置は引き続き精査・検討を進めていきます。 
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３ 

地
域
連
携
・
産
学
連
携 

（１） 

地域連携の促進 

地域住民・ＮＰＯ・行政機関など

と連携を深め、地域の文化や産

業、地域社会の発展に貢献する

ことを通じて、教職員、生徒の人

的成長を促す 

継続 

 地域フリースクールとの連携強化において、姉妹フリ

ースクールからの進学率は６８％、地域によっては１０

０％の進学となっているスクールもあります。 

 生徒ボランティアの派遣および地域等連携について

は、地域特性によるため実施等のキャンパス格差が大き

いため、教育効果のある地域連携実施などの計画を検討

しています。 

（２） 

姉妹上級学校連携の促進 

生徒がより安心し意欲高く進学

ができるために姉妹上級学校と

の連携体制の更なる促進を図

り、姉妹上級学校への進学者増

加の促進を図るとともに進路未

決定者の低減を図る 

継続 

 姉妹上級学校進学希望者への教務サポートにおいて

は、効果的な連携を図るため分野として計画的な進路指

導スケジュールを作成して共有を行っています。 

 高等学校と姉妹上級学校の教職員交流会については、

研修内容の好事例を共有し、全体の成果向上へ取り組ん

でいます。 

 姉妹上級学校への進学率向上に関しては、エリアごと

に高専接続の担当者を配置し、連携強化を図っていま

す。（２０２５年度２３．８％） 

４ 

質
保
証
・
体
制
構

築 

 

 

  

 

（１） 

内部質保証の体制構築・検証 

内部質保証充実に向けて、内部

点検・評価・完全の体系化を構

築・検証 

継続 

 内部質保証の充実に向け、スクールポリシーを含む教

務体制のＰＤＣＡ体系の検証を各ワーキングチーム（生

徒指導、進路指導等）や関係部門で実施しました。あわ

せて、高校分野として現状把握プロジェクトを始動しま

した。 
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５ 

高
校
経
営
・
運
営 

（１） 

経営基盤の強化 

入学定員の確保および出願数の

増加に向けての取り組みを推

進・強化 

広域通信制高校の経営維持・発

展に努める 

継続 

 収入・支出の適正化として２０２５年度高校分野の決

算に対して、学納金収入に対する人件費比率は３４．

０％、教育研究経費比率は１７．８％、管理経費比率は

８．６％となり、人件費および教育研究経費は目標値を

下回る結果となりました。管理経費については、約４％

ほど目標値を上回っており、引き続き適正化を図る対応

を行っていきます。 

 高校３部門における総定員数は２０２５年度で３８，

７６０人、２０２６年度では３９，４００人とし、飛鳥

未来高等学校において６４０人の定員増加を行いまし

た。 

 広報部および地域広報室との更なる連携強化を図り、

新キャンパスの開拓とともに社会のニーズに対応し、入

学者確保に努めていきます。 

（２） 

ガバナンス強化 

組織体制を明確に示し、連携体

制の構築・強化を図るとともに、

適正な人員・人数の配置および

指示伝達経路を明確にし、適切

な組織運営を実施 

継続 

本校と各キャンパス間の連携体制の構築・強化、適切

な人員配置の確認・運営体制の構築については、本校会

議および校長会議等にて全拠点の運営について状況を

把握しています。 

 また、教務事務の安定運営のため、教務監査にて各拠

点の管理運営体制の状況を確認しています。 

 事務局の規模拡大とともに、教育の質が低下しないよ

うに現在の体制を継続し運営に取り組みます。 
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（３） 

人材確保・育成 

経営維持・発展の基礎となる教

職員の確保および育成体制の構

築・推進 

継続 

新キャンパスの設置および定員数の増加に向けた人

員確保については、引き続き取り組んでいきます。 

教職員向けの研修体系の構築・推進については、年間

を通して新卒・中途１年目研修を人財ワーキングチーム

が主催し実施しました。あわせて、日本教育クリエイト

と連携した研修も継続して実施しています。 

他分野との積極的な人事交流については引き続き検

討中です。 

今後は、規模の拡大を踏まえた教育の質の確保・向上

のための人員確保および教員研修の実現に向けて計画

的に取り組んでいきます。 
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支援学校 仙台みらい高等学園 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 
教
育 

スクールポリシーの検証 

① スクールポリシーの認知・

理解の定着 

② アドミッション・ポリシー

に掲げた資質・能力を有す

る人物像についての継続的

な検証と実証におけるＰＤ

ＣＡサイクルの確立 

③ グラデュエーション・ポリ

シーに掲げる生徒を育成す

ることを目的としたカリキ

ュラム・ポリシーおよび、適

正なカリキュラムの検証と

実証におけるＰＤＣＡサイ

クルの確立 

継続 

スクールポリシーを２０２２年度(開校２年目)期中

に設定し、翌年度に全講師会議にて全教職員へ共有を行

いました。ポリシーの認知・理解の定着にむけ、年度振

返りにてチェックを行い、検証を実施しています。 

 アドミッション・ポリシーは開校準備時点で設定し、

募集要項で広く掲載しています。アドミッション・ポリ

シーは抽象度の高い表現であるが、ポリシーに資する人

材を選考することができています。今後は選考会議後に

検証を行っていくこととしています。 

 また、グラデュエーション・ポリシーおよびカリキュ

ラム・ポリシーを前提としたコース・教育課程を前年度

に編成し、２０２６年度入学生からコース・教育課程の

再編を行いました。２０２６年度以降、実証と検証を行

っていくこととしています。 
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教育体系の確立 

社会的ニーズ、就労後の実践を

想定し、社会で活躍できる卒業

生輩出に向けた教育価値を提供 

継続 

 ２０２６年度入学生の新コース・教育課程の再編を行

い、広報活動を行いました。教育課程再編に伴い２０２

６年度から全体で学校・寄宿舎日課を変更し年間行事、

時間割、授業体系については、教職員人員体制とも連動

させ引き続き検証に取り組んでいきます。 

 専攻科有償インターンシップの運用については、外部

企業 1社と契約を締結しました。 

教育の質の向上 
人材育成体系の構築・教員研修の

充実 
継続 

 教育の質向上に向けた人材育成として、教職員向け研

修を全講師会議にて実施しました。また、教務力向上を

目的とした研究授業も実施しています。 

 今後は、人材育成の体系を含め教育の質向上や成果の

追究に向けた研修プログラムのブラッシュアップに取

組みます。 

２ 

生
徒
支
援 

学費減免制度の整備 

① みらい就学支援制度の運用 

② 内部進学者（❶本科→専攻 

科、❷三幸学園内高校･専門

学校→専攻科）学費減免の運

用 

完了 

 入学生に対し、みらい就学支援制度の運用および内部

進学者の学費減免制度の運用を継続して実施していま

す。 

 次年度には高等学校等授業料無償化の制度変更（世帯

年収制限の撤廃、支援額の変更）により、減免額拡充を

行い運用を行っていきます。 

生徒主体の活動推進 

① 生徒会活動の活性化 

② 余暇活動の充実と地域移行

支援の促進 

継続 

生徒会活動の活性化を目的とした交流会、放課後ライ

ブ等の新たな機会の創出や図書委員会の活動拡大等の

取組みを実施しました。 

 余暇活動の充実と地域移行支援の促進として、陸上競
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技チームのＮａｔｈｌｅｔｉｃｓとの連携モデルを確

立し、目的達成に向けた規模・分野の拡大に取り組むこ

ととしています。（２０２６年度に卓球・陸上・パラス

ポーツを実施予定。） 

舎務体系の確立 

① 職員の適正配置と体制構築

での安定運営 

② 寄宿舎定員と入寮条件の検  

  討 

③ 週末･長期休暇対応の検討 

継続 

 職員の体制構築においては、舎務主任および副主任の

配置を行う効果的な運用体制を試みています。 

 寄宿舎の運用においては、男子居室増加の柔軟な対応

を行いました。 

 障害レベルや特性による入寮条件等においては、継続

的に検討を行っていきます。 

 週末・長期休暇対応の検討については、本科寄宿舎生

が卒業後グループホーム利用の実績が１件できました。 

キャリア支援体制の構築・強

化 

① 就職率１００％（一般就労と 

福祉就労） 

② 卒業生･修了生３年定着率 

８５％ 

 

継続 

２０２５年度の就職・進路決定率は前年に続き１０

０％を達成しました。本科２期、専攻科３期生の定着実

績も１００％の結果となりました。 

実習先の定着化と姉妹校連携での実習先の獲得につ

いては、今後の更なる強化に向けて計画的に取り組みを

進めています。 

 定着支援の仕組み確立については、仙台事務局での

Ｂａｃｋ ＯｆｆｉｃｅＳｕｐｐｏｒｔとして就労実績

を重ね人員拡大への取組みを進めています。 
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３ 

内
部
連
携
・
地
域
連
携 

学内連携の仕組み構築（学内

連携） 

① インクルーシブ教育の実践 

② センター的機能の活用と安 

定・恒常的仕組みづくり 

③ 三幸学園内障害者雇用に向 

けた卒業生輩出 

④ 教育力ある教職員輩出 

継続 

 姉妹校との学校行事の共同実施企画として、みらいフ

ェスへのビューティーアート、リゾートスポーツ分野の

学生派遣、また、飛鳥未来高等学校仙台キャンパス文化

祭、中等部・初等部秋祭りでの販売出展による共同実施

を行いました。 

 また、修学旅行では、札幌ブライダル＆ホテル観光専

門学校と自主研修を共同で実施し学内連携の強化に取

り組んでいます。 

地域関係機関との連携と活用

（学外連携） 

① 産学連携･官民連携、地域連

携の実践 

② 特別支援学校間連携 

③ 視察･研修受け入れ 

継続 

 行政との良好関係を築くことができており、学校広報

や就労の発展を目的とした積極的な教職員・学生研修の

受け入れも実行できています。 

 今後は、実習、就職先との繋がりがある企業や行政と

の連携について、更なる発展を目指して取り組みを進め

ていきます。 

４ 

質
保
証
体
制
構
築 

 内部質保証の体制維持・検討 

学校評価の実施・検証 

① 生徒アンケート：肯定的評価 

９０％以上(２１年度８９. 

７％,２２年度１０ ０％,２ 

３年度６４.３％) 

② 保護者アンケート：肯定的評 

価９０％以上 (同８８ . 

９％,同１００％,同９ ７.

２％) 

③ 教職員アンケート：肯定的評 

継続 

質保証の体制構築を目的とした２０２５年度の評価

実績（肯定的評価）は、生徒アンケートが９０．５％（前

年比－４．７％）、保護者アンケートが６６．７％（前

年比－１５．９％）、教職員アンケートが６４．３％（前

年比－２０．３％）の結果となり、昨年度に続き生徒評

価については目標値の達成ができました。しかし、対象

者すべてにおいて前年に比べマイナス結果となったこ

とから、改善に向けた検討を進めていくこととしていま

す。 
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価８５％以上(同７８.６％,

同９２.９％,同７７.１％) 

５ 

支
援
学
校
経
営
運
営 

経営基盤の強化 

２０２７年度在籍生徒数１０４

人(２２年度３３人,２３年度５

６人,２４年度６２人,２５年度

８９人,２６年度１００人) 

継続 

２０２６年度時点での在籍者数は９０人であり、２０

２７年度の在籍者数１０４人達成に向けて堅調に生徒

数を伸ばしています。 

募集定員の充足 

① みらい就学支援制度の運用 

② 内部進学者（❶本科→専攻 

科、❷三幸学園内高校･専門

学校→専攻科）学費減免の運

用 

③ 専攻科の存在意義・価値向上 

と対外的周知・広報活動 

継続 

 定員充足にむけ、みらい就学支援制度の運用および内

部進学者の学費減免制度の運用を継続して実施してい

ます。 

 教育課程の再編を行い、アドミッション・ポリシーに

資する人材を選考することもでき、今後は選考会議後に

検証を行っていくこととしています。 

 広報活動においても中学校・高校・支援学校への訪問

やアプローチを継続的に実施し、方策も別途検討して実

践を行っています。 

人材育成・体系の構築 
教職員の特別支援教育理解並び

に実践による教育基盤の構築 
継続 

 人材育成として、教職員向けの研修を全講師会議にて

実施しました。また、教務力向上を目的とした研究授業

を実施しています。 

 今後は、人材育成の体系を含め研修プログラムのブラ

ッシュアップを図っていきます。 

運営基盤の強化 
特別支援特有（就学奨励費）の事

務・運営体制の確立 
継続 

 特別支援特有の事務・運営体制の確立にむけ高校事務

局との連携強化に取り組んでいます。連携体制は向上し

ており、生徒の増加や特別支援特有の業務に関する負担
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や体制について対応を検討していきます。 

人的環境の整備 

① 労働環境の整備 

② 教職員の育成・養成 

③ 教職員の確保 

継続 

労働環境の整備として、舎監勤務時のフレックス出勤

を実践し時間外勤務の削減につなげています。今後は、

人員の少ない時間帯の負担状況や制度の理解浸透に向

けて取り組んでいきます。 

効果性を高める打合せ・会議体系については、短時間

や必要最小限での会議・打合せは実施していますが、業

務遂行状況や理解に課題があるため、内容のブラッシュ

アップおよび運営体制の改善に取り組んでいきます。 

教職員の確保に向け、2025 年度も継続して教育実習

生を受入れ、特別支援学校の運営等について、周知等を

進めていきます。 

施設・環境の整備 
教育環境充実に向けた本校舎改

修・改築、実習棟等の整備 
継続 

新校舎取得に向け補助金を活用した整備の取組みを

進め、公益財団法人ＪＫＡ補助事業への申請を行いまし

た。引き続き、当該補助事業に限らず、継続的に補助事

業への申請を検討し教育環境の整備に向けた対応を行

っていきます。 
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東京みらい中学校 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 
教
育 

学びの多様化学校の体系化➊ 

【登校支援・学生生活支援】 

① 継続的・持続的な登校への

支援施策の確立 

（定性）スタッフの機能分担・連

携による登校支援の体系化 

（定量）登校率全校平均８０％

以上 

② 学びの場（居場所）ステップ 

アッププロセスの確立 

（定性）居場所の機能分担・連携

による学習指導の体系化 

（定量）対面授業参加率７０％

以上 

③ クラスコミュニティ中心の

学校生活の常態化 

（定性）クラスルームへの心理

的安全性の確立 

（定量）全日制高校への進学率

７０％以上 

継続 

 登校率については、引き続き全校平均８０％を目標と

し、学びの場（居場所）の役割・機能別運用および学習

効果の検証を継続的に行いながら、より実効性の高い登

校支援施策の確立・改善を進めています。 

 また、生徒一人ひとりが対面授業・オンライン授業を

柔軟に選択できるハイフレックス学習についても、運用

面・支援面の両側面からブラッシュアップを継続し、対

面授業参加へつなげるためのクラスマネジメント研修

や指導要件の分析・施策検証を重ねながら、対面授業参

加率７０％以上の達成に向け、継続的かつ計画的に取り

組んでいきます。 



62 
 

学びの多様化学校の体系化❷ 

【中等普通教育の学び】 

① 教育課程特例を活かした教

科教育の体系化 

（定性）教科横断等連携・補完さ

れた学習指導計画の構築と展

開 

（定量）教科横断等に関る研究

授業の年３回実施 

② 在籍生徒の実態に応じた学 

習指導・学習支援の体系化 

（定性）学習課題への効率的・効

果的な個別最適指導の構築と

展開 

（定量）全日制高校への進学率 

７０％以上 

③ 教育課程特例を活かした学

校行事の確立 

（定性）教科連動・補完された全

校行事・学年行事の計画と展

開 

（定量）行事参加率９５％以上 

④ 社会つながった独自性ある

キャリア教育の確立 

（定性）学園リソースを活かし

継続 

学びの多様化に伴う教科横断等をテーマとした研究

授業の実施に向けた体制整備および計画的な取組を進

めています。 

また、２０２５年度卒業生の進学率については、全体

としては１００％を達成することができました。一方

で、全日制高校への進学率については昨年度と同程度の

結果となっており、引き続き、生徒一人ひとりの進路希

望や状況に応じた支援を強化しながら、進学率向上に向

けた取組を継続していきます。 

学校行事の確立においては、みらいフェス（文化祭）、

みらいスポレク（スポーツ行事）をはじめ、多様な行事

を継続して実施することができました。今後も、学びの

多様化学校としての教育活動の体系化を進めるととも

に、生徒の自己肯定感や所属感の向上につながる学校行

事の充実を図りながら、定量目標の達成に向け継続的に

取り組んでいきます。 
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たキャリア教育施策の体系化 

（定量）卒業時に自分の将来の

姿を語れる生徒の割合１０

０％ 

２ 

 

中
学
校
経
営
・
運
営 

 

入学定員の確保 

① 隣接自治体小学校・フリー

スクールとの連携確立 

（定性）関係性構築による募集

戦略の確立・展開 

（定量）フリースクール関連団

体からの紹介入学者２０名以

上 

② グラデュエーション・ポリ

シー実現可能な入学者の確

保 

（定性）定員充足させる募集戦

略・入試戦略の確立 

（定量）オープンキャンパス参

加者のうち入学意欲の高い人

１４０名以上かつ出願率６

０％以上 

継続 

入学定員については、２０２５年度において定員２４

０名に対し、１３３名の在籍（在籍率５５．４％）とな

りました。 

 定員確保に向けた生徒募集活動においては、隣接自治

体の小学校やフリースクール等への訪問・情報交換を継

続的に実施し、関係機関との連携強化を図っています。

特にフリースクールとの連携については、今後さらに協

働体制を強化し、多様な学びの選択肢を必要とする児童

生徒への支援体制充実につなげていきたいと考えてい

ます。 

 また、定員充足に向けた取組として、オープンキャン

パスや学校見学会等、生徒募集に関する機会創出を継続

的に実施しています。今後は、学校説明会や体験機会の

充実、学校の教育内容・支援体制の発信強化を図りなが

ら、より多くの児童生徒・保護者に本校の教育活動を知

っていただく機会を増やし、生徒数増加につなげていき

ます。 

運営基盤の確立 
① 確立的・効率的な組織体制・

運営体制の確立 
継続 

 ２０２５年度では、各チームの年間目標とＭＢＯ

（Management By Objectives）および成果目標との連動
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（定性）体系的な運営組織・校務

分掌の確立・展開 

（定量）各チーム年間目標達成

率平均９０％以上 

② 中学校規程批准の全体計画

の運用・管理の確立 

（定性）体系的・連動性ある各種

全体計画の展開 

（定量）年度末全体計画実行率

１００％ 

③ 教育研究費と管理費におけ

る適正予算の具体化 

（定性）東京みらい中学校にお

ける妥当な収支計画の構築 

（定量）収支計画の決算時予算

際５％以内 

を継続して進めることで、組織体制・運営体制の整備・

確立を図ってきました。 

 また、中学校規程批准の全体計画については、計画に

対する進捗確認や振り返りを継続的に実施し、必要に応

じた補正や成果検証を行いながら運用改善を進めてい

ます。加えて、各種計画における執行責任・管理責任の

明確化を図り、より持続可能な学校運営体制の構築に取

り組んでいます。 

 一方で、生徒募集については目標達成には至っておら

ず、収支面においては引き続き課題が残る結果となって

います。今後は、生徒募集施策の強化とあわせて、教育

活動の充実や学校の特色発信を進めながら、安定的な学

校運営につなげていきます。 
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「人財」の育成・確保 

① 学園理念・スクールポリシ

ーを具現化できる「人財」

の育成 

（定性）学園「人財」として活

躍できる専門性ある基幹職の

育成 

（定量）リーダー３名輩出（東

京みらい中学校採用者累計） 

② 学びの多様化学校および中

学校教職員としての研修体

系の確立 

（定性）外部教育機関との連

携・交流も含めた研修の構築 

（定量）教職や専門性向上に関

する研修の年２回以上の受講 

③ 高校分野・関連部門共通の

有望人材の採用・輩出（中

途人材） 

（定性）学園「人財」として活

躍が見込める専門性ある基幹

職の採用 

（定量）年間２名以上 

継続 

 教職員の専門性向上を目的とした研修については、体

系的な運用の確立には至っていないものの、中学校単位

での研修参加や外部研修への参加を継続的に実施して

います。教職員の学びや情報共有の機会については、一

定の推進を図ることができました。 

 また、東京みらい中学校から高校分野や関連部門への

有望人財の輩出に向けては、人員体制計画の整理や人財

部・高校分野との情報共有を継続して実施しています。 

 今後は、教職員育成方針や研修内容の整理・体系化を

進めるとともに、役割や等級に応じた育成体制の確立を

図り、持続的な人財育成につなげていきます。 
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３ 
連
携 

 

姉妹校連携 

（部門連携） 

① 学びの多様化学校としての

独自性ある教育連携の確

立・展開 

（定性）キャリア教育を中心と

した連携授業等の体系化 

（定量）年間有効連携企画８以   

 上 

② 不登校に関わる関連部門・ 

関連団体連携の体系化 

（定性）みらいフリースクール・

初等部との接続プログラムの

展開 

（定量）連携入学者２０名以上 

③ 学園「人財」としての人事交

流・「人財」育成の体系化 

（定性）関連有資格者（教職・Ｓ

Ｃ・ＳＳＷ）の共同育成・活用 

（定量）部門異動可能者３名 

継続 

 学びの多様化学校としての独自性ある教育連携の推

進において、キャリア教育や体験活動等を中心とした連

携企画を継続的に実施し教育連携を進めています。 

 不登校に関わる関連部門との連携については、みらい

フリースクールや中等部・初等部との接続により校舎見

学や情報交換等の連携を継続して実施し、進学接続や継

続支援体制の更なる強化に取り組んでいきます。 

 学園「人財」としての人事交流についても、高校分野

や関連部門との連携を進めながら、有資格者を含めた専

門人財の交流・育成体制構築に向け、継続的に取り組ん

でいきます。 

自治体連携 

（教育行政連携） 

① 足立区関連部署との効果

的・効率的な連携施策の確

立 

（定性）包括連携協定に基づく

教育に寄与する連携施策の実

継続 

足立区ならびに東京都（私学部・審議会・教育委員会）

との効果的・効率的な連携施策の推進および友好的関係

性の構築に向け、継続的な情報交換や協議を進めていま

す。 

 不登校支援や学びの多様化学校運営に関する意見交
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施 

（定量）年間有効連携施策５以   

 上 

② 東京都（私学部・審議会・教

育委員会）との友好的関係

性の構築 

（定性）運営・教育・進学に寄与

する協議機会の獲得 

（定量）年間有効協議３以上 

換、行政機関との連携機会の創出など、各種連携につい

て推進をしています。特に、足立区との連携においては、

児童生徒支援や進路支援等に関する協議・情報共有を継

続的に実施することができました。 

 また、東京都（私学部・審議会・教育委員会）との関

係構築についても、学校運営や教育活動に関する情報共

有・意見交換を進めながら、学びの多様化学校としての

役割や実践について理解促進を図っています。 

 今後は、現在進めている連携をさらに強化し、具体的

な連携施策や協働事業の実現につなげることで、生徒支

援および教育活動の更なる充実を目指していきます。 

企業・団体連携 

① 足立区関連部署との効果 

的・効率的な連携施策の確

立 

（定性）包括連携協定に基づく

教育に寄与する連携施策の実

施 

（定量）年間有効連携施策５以   

 上 

② 東京都（私学部・審議会・教

育委員会）との友好的関係

性の構築 

（定性）運営・教育・進学に寄与

継続 

学びの多様化学校としての独自性ある教育連携の推

進において、ＳＳＴ（ソーシャルスキルトレーニング）

を中心とした特別授業や体験学習等を、姉妹校や対外部

門と連携しながら実施しました。 

 また、地域連携の取組として、地域への遠足活動や地

域事業者等と連携した職場体験活動を実施し、生徒の社

会性育成や地域理解につながる教育活動を推進してい

ます。保護者向け企画や学校関係者との連携についても

継続的に取り組みを進めることができました。 

 今後はさらに連携内容の体系化や継続性の強化を図

り、より教育効果の高い連携体制の構築を目指していき

ます。 
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する協議機会の獲得 

（定量）年間有効協議３以上 

地域連携 

① 地域住民との友好的関係性

の構築 

（定性）歴史・文化・生活を中心

とした学習機会の体系化 

（定量）年間有効連携企画２以  

 上 

継続 

 地域連携については、姉妹校である東京墨田看護専門

学校の実習を受け入れ、学園内連携を教育活動に繋げて

います。また、３学年の生徒が近隣の複数幼稚園で職場

体験を行い、地域の事業所・園との関係性を広げていま

す。 

 防災面では、地区と連携した避難訓練を実施し、地域

防災拠点としての役割を意識した取り組みを進めまし

た。さらに、足立区不登校支援課との連携も実施し、地

域・行政との接点を広げることができました。 

４ 
そ
の
他 

不登校問題への質的寄与 

（取り組み・成果の可視化） 

① 不登校生徒に関する実態の

検証 

（定性）不登校に関わる起因・生 

徒気質・生徒特性等の実態把  

握 

（定量）実証検証データ３以上 

② 不登校生徒に関する教育施

策・連携施策の体系化・公開 

（定性）不登校に関わる効果的

教育施策・連携施策の資料化 

（定量）年間施策報告・検証資料 

１以上 

継続 

 不登校生徒に関する実態検証については、ＩＧＳ社と

連携し、教育機関向け評価ツール「Ａｉ ＧＲＯＷ」を

活用した生徒実態の把握、データ抽出、分析に継続して

取り組んでいます。また、生徒特性や傾向把握を通じて、

不登校生徒への支援モデルや教育施策の検証を進めて

います。 

 加えて、高校分野・専門学校分野との連携も進めてお

り、飛鳥未来高等学校等とも連携しながら、不登校支援

に関する共通理解や検証資料の整理を進めています。 

 不登校生徒に関する教育施策・連携施策の体系化・公

開については、2025年度以降の実現に向け、現時点で実

施している施策や検証内容の資料化を進めています。足
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立区不登校支援課や東京都等への報告・提案も含め、不

登校支援に関する取り組みの可視化と発信に継続して

取り組んでいます。 

 

  



70 
 

専門学校 

 

中期経営計画（抜粋） 

項目 目標 目標値等 結果 進捗状況・今後の展開 

１ 

学
修
者
本
位
の
教
育
実
現
の
た
め
の
教
育
改
善 

（１） 

学校生活に関する満足度を把

握し、影響する項目への対策

を講じＰＤＣＡを回す 

① 学校生活アンケートにおけ

る満足度を４段階中３．４

まで引き上げる 

② 退学率を６％台に留める 

③ 就職希望者の就職率を１０

０％達成 

継続 

 学生生活アンケートについては、学園全体の目標数値

である回収率８０％以上を超える８８％となり前年度

から回収率が５％ほどＵＰしました。実施に関しては、

年に２回取得し、分析を行い、各校へ共有を行っており、

２０２３年度から継続して計画的に取り組めています。  

 退学率は２０２５年度では７．４％となり前年度から

０．２％低減しました。その中で、「退学率・退学理由」

および「就職率および就職関連データ」を把握し、改善

策を提案・実施し、改善に努めています。各校で実施し

た施策を教務会議などで共有することで、今後も継続し

てより良い学校運営に努めていきます。 

（２） 

チーム担任制の導入に続き、

チーム体制の充実を図る 

① 専門家との連携を強化する 

② 適切な担任配置を明示する 
継続 

全姉妹校のスクールカウンセラー（＝ＳＣ）体制の把

握、また、スクールソーシャルワーカー（＝ＳＳＷ）の

体制を整備し、各部門で適切に運用が出来る整備を行い

ました。 

 各地域のＳＣ統括担当者およびＳＳＷとの定期ミ

ーティングを行い、２０２６年度に向けた適切な運用体

制の整備についても明示することができました。 
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（３） 

業界（企業・施設など）の意見

を取り入れた、時代に即した

カリキュラムを編成する 

業界の意見を反映させられるカ

リキュラムの見直し体制を標準

化し、全学科のカリキュラム・マ

ップを確定 

継続 

２０２３年度から継続して、各分野・各校にて、実習・

就職アンケートの分析および教育課程編成員会や企業

訪問による業界人の意見集約を行い、分野毎の専門委員

会にて協議したうえでカリキュラムに反映させられる

よう努めています。 

 カリキュラム・マップが適切に更新されていないこと

は課題であり、今後は浸透や活用を目指して取り組みを

進めていきます。 

（４） 

三つの方針およびカリキュラ

ム・マップを浸透させ、各教

員のシラバスとの連動性を高

める（「三つの方針」を通じた

学修目標の具体化） 

各ポリシーの全職員浸透 

シラバスの振返りを各科目で行

い、次期のシラバスに適正に反

映させる 

継続 

「シラバスを振り返る（教科会の実施を推奨する）」、

「ＩＣＴツール、メディア、ＡＬ（アクティブラーニン

グ）といった教育手法の情報共有を行う」、「同一教科担

当の声を集約し、シラバス改定に反映させるといった内

容についてはおよそ取り組めています。 

 シラバスとカリキュラム・マップの配布については、

一部学科でカリキュラム・マップが適切に更新されてい

なかったため、２０２３年度より取組状況は後退してし

まいました。 

 「各教員にて担当科目と三つの方針の関係を理解し学

修目標を具体化する」については、三つの方針や人材育

成像が形骸化している部分もあるため、再度浸透するた

めの施策を検討していきます。 
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２ 

教
学
マ
ネ
ジ
メ
ン
ト
を
支
え
る
基
盤
構
築 

（１） 

体系的なＦＤ/ＳＤを行う 
研修体系の構築 継続 

 研修参加者の行動変容を調査・把握し、「初任者用研

修プログラム」および「テーマ別研修プログラム」を作

成・修正し、順調に運用しています。 

 教職員の希望や現状（課題）を把握することについて

は、アンケートなどの結果を追うことで試みています

が、傾向の把握に留まっている為、今後は分析に取り組

んでいきます。 

（２） 

教務事務および学校事務にお

ける管理・チェック体制の強

化 

① 教務事務の目的・業務を明

確にし、各自がどのように

成長していくべきかを理解

し自主的に動ける環境整備 

② 教務事務が各自のタイミン 

グで学べる体制整備 

継続 

学生管理システム（ｉｎｆｏ Ｃｌｉｐｐｅｒ）の操

作マニュアルを改善し浸透させることや、事務員が各自

のタイミングで学習できる仕組みの構築については引

き続き計画的に進捗しています。 

 また、キャリアマップ、ロードマップの作成について

は、事務局を含めた事務体制が変わったことにより停止

しています。体制の確定後、改めて検討していく予定で

す。 
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３ 

学
び
成
長
し
続
け
る
社
会
構
築
へ
の
貢
献 

（１） 

同窓会と連携し、卒業生支援・

地域支援につながる活動を行

う 

同窓会の支部活動を支援できる

体制を構築 
継続 

 「支部活動を教職員中心で実施する」、「公式ＬＩＮＥ

による発信を充実させる」については、計画的に進捗し

ています。 

 「同窓会の活動を支援する」についての具体的な行動

は２０２５年度から行っていますが、２０２４年度内に

初代同窓会委員選抜を全専門学校で達成し２０２５年

度も継続して活動しています。 

 「同窓会総会への教職員の参加」については、２０２

５年度から取り組んでいます。 

（２） 

卒業後の状況を把握できる体

制を構築する 

卒業後アンケートの回収率をあ

げる 
継続 

 卒業生リストを整理し、情報発信できる体制を整えた

上で、ＳＮＳを活用し卒業生が母校の発信に触れる機会

を増やすことに努めると共に教員から卒業生にアプロ

ーチすることで、回収率（４．９％→５．４％）を改善

することが出来ました。 

 ２０２６年度は更に回収率を高めるために具体的施

策の見直しに取り組んでいきます。 

（３） 

リカレント（リスキリング）

プログラムを構築する 

卒業生が必要とするものを把握

および作成し、卒業生に受講を

促す 

廃止 

 「学び成長し続ける社会構築への貢献」の手段として、

リカレントプログラムの構築・実施が最善とは考えられ

ない状況が見えてきたことから、目標の改変を検討すべ

く２０２３年度に一時停止としました。引き続き、卒業

生へのアンケートやヒヤリングを実施しましたが、代替

案は見つかっていないため廃止とします。  
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４ 

エ
ビ
デ
ン
ス
を
基
に
教
育
改
革
を
行
う
環
境
の
構
築 

（１） 

教学ＩＲに用いるデータ取得

のための体制を整える 

管理部門の持つデータを集約す

る仕組みとシステムの構築 
継続 

 関係部署で持つ既存データを新規データベースへの

移行について、意見交換・情報共有を継続的に進めてい

ます。 

 ２０２５年度はＬｏｏｋｅｒ ＳｔｕｄｉｏというＢ

Ｉツールを導入しデータ活用の体制をさらに整備して

います。 

（２） 

経営層から教職員まで、デー

タドリブンな思考力をもって

教育課題を考えられる機会を

提供 

サマリーレポートおよび、ダッ

シュボードの提供 
継続 

 「教学ＩＲのサマリーレポートを役員・責任者に発信

する」については、計画的・継続的に実施できています。

役員・責任者用のダッシュボードの開発に取り組み継続

運用を実施しています。２０２６年度は責任者・役員向

けにＩＲレポート活用に向けた研修を実施予定です。 

 


